
186

支
え
る

何
が
あ
っ
た
か

○
地
震
へ
の
備
え
が
不
十
分
で
あ
っ
た

　

関
西
に
は
地
震
は
来
な
い
と
い
う
油

断
か
ら
、
行
政
は
総
じ
て
地
震
な
ど
の

突
発
型
の
災
害
へ
の
備
え
が
十
分
で
は

な
か
っ
た
。

　

例
え
ば
、
兵
庫
県
の
場
合
、
昭
和
25

年
の
ジ
ェ
ー
ン
台
風
を
は
じ
め
、
犠
牲

者
を
伴
う
大
規
模
な
風
水
害
に
何
度
も

襲
わ
れ
て
い
た
が
、
地
震
に
よ
る
大
き

な
被
害
は
昭
和
21
年
の
南
海
地
震
以
降

発
生
し
て
い
な
か
っ
た
た
め
、
風
水
害

対
応
中
心
の
防
災
体
制
と
な
っ
て
お

り
、
地
震
な
ど
の
多
様
な
危
機
事
案
を

横
断
的
に
統
括
す
る
危
機
管
理
体
制
と

は
な
っ
て
い
な
か
っ
た
。

○
震
災
直
後
の
対
応
要
員
が
不
足
し
た

　

震
災
で
は
、
災
害
対
策
に
当
た
る
県

職
員
自
身
が
被
災
し
た
り
、
交
通
網
が

途
絶
し
た
こ
と
に
よ
り
、
午
前
８
時
30

分
に
開
か
れ
た
第
１
回
の
県
災
害
対
策

本
部
会
議
に
出
席
で
き
た
の
は
、
本
部

員
21
人
中
、
知
事
を
含
め
て
わ
ず
か
５

人
、
事
務
局
職
員
は
２
人
で
あ
っ
た
。

　

当
日
午
後
２
時
ご
ろ
ま
で
に
県
庁
に

出
勤
で
き
た
の
は
、
職
員
全
体
の
２
割

程
度
。
行
う
べ
き
こ
と
の
多
さ
に
比
べ

て
対
応
す
る
職
員
が
少
な
く
、
十
分
な

対
応
が
取
れ
な
か
っ
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
危
機
管
理
体
制
の
充
実
・
強
化
が
必
要

　

突
発
的
・
大
規
模
な
災
害
に
全
庁
横

断
的
に
対
応
す
る
た
め
、
防
災
部
局
の

知
事
直
轄
化
、
災
害
時
に
ト
ッ
プ
を
補

佐
す
る
危
機
管
理
の
責
任
者
（
防
災
監

職
な
ど
）
の
設
置
な
ど
、
平
常
時
か
ら

行
政
の
組
織
体
制
を
充
実
・
強
化
す
る

必
要
が
あ
る
。

○
初
動
体
制
の
整
備
が
必
要

　

地
震
等
の
突
発
的
な
危
機
に
対
し
て

は
、
迅
速
な
情
報
収
集
体
制
や
職
員
に

よ
る
宿
日
直
体
制
な
ど
、
防
災
関
係
行

政
職
員
が
業
務
に
即
応
で
き
る
体
制
が

必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
大
規
模
災
害
時

に
は
職
員
が
連
絡
を
待
た
ず
と
も
事
務

所
に
参
集
す
る
シ
ス
テ
ム
や
、
役
割
分

担
の
明
確
化
、
行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の

作
成
が
必
要
で
あ
る
。

○
職
員
の
対
応
力
の
向
上
が
重
要

　

平
常
時
か
ら
実
戦
的
な
訓
練
と
研
修

を
重
ね
る
こ
と
に
よ
り
、
職
員
の
危
機

管
理
意
識
を
高
め
、
情
報
の
入
ら
な
い

地
域
ほ
ど
被
害
が
大
き
い
な
ど
の
震
災

の
教
訓
を
身
に
付
け
、
災
害
時
に
迅

速
・
的
確
に
対
応
す
る
能
力
を
向
上
さ

せ
続
け
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
都
道
府
県
に
お
け
る
危
機
管
理
体
制

の
整
備

　

平
成
８
年
に
兵
庫
県
に
防
災
監
が
置

か
れ
て
以
降
、
防
災
監
、
危
機
管
理
監

な
ど
危
機
管
理
専
門
の
幹
部
を
置
く
都

道
府
県
が
増
加
。
18
年
に
は
約
９
割
に

設
置
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
約
８
割
の
都
道
府
県
が
、
災

害
に
限
定
せ
ず
、
多
様
な
危
機
に
総
合

的
に
対
応
す
る
体
制
を
整
備
。
危
機
事

案
全
般
に
対
す
る
統
一
的
な
組
織
の
あ

り
方
や
、
全
庁
的
な
対
応
方
針
を
示
す

「
危
機
管
理
指
針
」「
危
機
管
理
対
応
マ

ニ
ュ
ア
ル
」
等
を
定
め
て
い
る
。

○
市
町
村
に
お
け
る
危
機
管
理
体
制
の

整
備

　

市
町
村
で
も
、
危
機
管
理
を
所
管
す

る
幹
部
や
組
織
を
置
く
と
こ
ろ
が
増
え

て
い
る
。
兵
庫
県
内
で
は
、神
戸
市（
危

機
管
理
監
・
理
事
、
危
機
管
理
室
）、

姫
路
市
（
危
機
管
理
監
、危
機
管
理
室
）

な
ど
が
設
置
し
て
い
る
。

総合的な危機管理体制を確立し、住民の安全・
安心を守る
　地震や風水害などの自然災害、大規模事故、さらにはテロや新型
インフルエンザ等の感染症など、住民の安全・安心を脅かす事象は
多岐にわたっている。行政は基本的な責務として、住民を取り巻く
さまざまな危機に対し、的確に初動対応し、総合的な対策を講じら
れる危機管理体制を整えておくことが求められている。

（８）平時からの危機管理体制の構築

実戦的な危機管理84
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

■全国都道府県の危機管理体制（平成19年度）
　�　「地方公共団体における総合的な危機管理体制の整備に関する検討会報告書」より

■待機宿舎の配備状況
　　�　17％の都道府県が緊急参集のための待機宿舎を配備している。

■緊急参集職員の居宅制限
　　�　36％の都道府県が、緊急参集職員に対し、「30分以内に参集可能」等の居宅制限を設けている。

■宿日直体制の状況
　　�　全都道府県で勤務時間外や土日祝日の宿日直体制を実施。守衛以外の職員等も加わって24時間対応できる体制
をとっている都道府県は85.１％となっている。

　
■�危機管理担当部署の職員に対する研修等の実施状況
　　�　91.６％の都道府県が実施（各種講演会への参加、防災システム端末等の操作研修等）

■�危機管理担当部署以外の職員に対する研修等の実施状況
　　�　89.９％の都道府県が実施（新規採用時に研修、危機管理関連講座の開催、対応マニュアルの配布等）

兵 庫 の 取 り 組 み

「防災監」の設置（平成８年４月）
●県庁防災（危機管理）組織体制の整備
●危機管理基本指針の制定（平成18年３月）
●災害対策センターの整備（平成12年８月）、同増築棟の整備
（平成19年４月）

危機管理体制の
整備

職員の危機管理
意識の向上

●職員防災ハンドブックの作成・配布
●体系的な危機管理研修の実施
　・自治研修所における職員研修の実施
　・管理職パブリシティ実践研修の実施
●災害対策本部事務局訓練等の実施

●災害対策要員の確保
　・24時間監視・即応体制（常時４名）
　・災害待機宿舎の整備（３棟76戸）
●情報通信システムの整備（フェニックス防災システム）
　・気象観測情報等の提供
　・地震被害予測　等
●職員自動参集制度の導入
●災害対策職員行動マニュアルの作成

初動体制の整備
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支
え
る

何
が
あ
っ
た
か

○
定
型
的
な
訓
練
で
あ
っ
た
た
め
震
災

時
に
は
生
か
さ
れ
な
か
っ
た

　

防
災
訓
練
に
は
大
き
く
分
け
て
、
住

民
へ
の
啓
発
を
目
的
と
す
る
訓
練
、
技

術
を
修
得
す
る
た
め
の
訓
練
、
そ
し
て

計
画
・
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
基
づ
く
防
災
体

制
を
検
証
す
る
た
め
の
訓
練
が
あ
る

が
、
震
災
前
は
３
つ
目
の
防
災
体
制
を

検
証
す
る
訓
練
が
十
分
に
で
き
て
い
な

か
っ
た
。

○
広
域
の
訓
練
や
関
係
機
関
と
の
連
携

が
不
十
分
だ
っ
た

　

県
域
を
越
え
て
応
援
が
必
要
と
な
る

よ
う
な
広
域
の
訓
練
や
防
災
関
係
機
関

相
互
の
連
携
を
確
認
す
る
訓
練
が
十
分

に
は
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
ま
た
、
県

庁
所
在
地
が
被
災
地
と
な
る
な
ど
多
様

な
想
定
の
訓
練
が
実
施
さ
れ
て
い
な

か
っ
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
危
機
管
理
体
制
の
実
効
性
の
確
認
・

検
証
が
必
要

　

こ
れ
ま
で
構
築
し
て
き
た
危
機
管
理

体
制
を
確
認
す
る
た
め
に
、
抜
き
打
ち

訓
練
な
ど
の
訓
練
を
実
施
す
る
必
要
が

あ
る
。
ま
た
、訓
練
の
検
証
に
基
づ
き
、

計
画
・
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
修
正
し
、
修
正

し
た
計
画
・
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
研
修
を
し

た
後
、
さ
ら
に
訓
練
を
実
施
し
て
い
く

訓
練
管
理
が
自
治
体
の
危
機
管
理
能
力

の
向
上
の
た
め
に
必
要
で
あ
る
。

○
多
様
な
危
機
を
想
定
し
た
訓
練
が
必
要

　

危
機
発
生
時
に
迅
速
・
的
確
な
対
応

が
と
れ
る
よ
う
に
、
地
震
、
風
水
害
、

大
規
模
事
故
さ
ら
に
は
、
テ
ロ
や
新
型

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な

危
機
を
想
定
し
た
訓
練
を
被
害
想
定
に

基
づ
き
、
計
画
的
に
実
施
し
て
お
く
べ

き
で
あ
る
。
ま
た
、
訓
練
を
通
じ
て
、

防
災
関
係
機
関
の
機
能
や
役
割
分
担
に

つ
い
て
確
認
し
、
平
常
時
か
ら
顔
の
見

え
る
関
係
を
構
築
す
る
こ
と
が
必
要
で

あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
図
上
訓
練
の
普
及

　

危
機
管
理
体
制
の
実
効
性
を
確
認
・

検
証
す
る
訓
練
手
法
と
し
て
、
シ
ナ
リ

オ
を
示
さ
な
い
図
上
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
訓
練
な
ど
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、

検
証
員
な
ど
を
置
い
て
評
価
し
、
計
画

等
に
反
映
さ
せ
て
い
る
自
治
体
が
年
々

増
加
し
て
い
る
。

○
関
係
機
関
が
連
携
し
た
さ
ま
ざ
ま
な

想
定
の
訓
練
を
実
施

　

年
間
を
通
じ
、
さ
ま
ざ
ま
な
危
機
を

想
定
し
た
訓
練
を
計
画
的
に
実
施
し
て

い
る
自
治
体
が
増
え
て
い
る
。

　

ま
た
、
近
畿
府
県
合
同
防
災
訓
練
や

８
都
県
市
合
同
防
災
訓
練
な
ど
都
道
府

県
の
区
域
を
越
え
た
ブ
ロ
ッ
ク
単
位
の

訓
練
が
行
わ
れ
る
と
と
も
に
、
防
災
関

係
機
関
相
互
の
連
携
も
深
ま
っ
て
い

る
。
今
後
は
、
こ
れ
ま
で
実
施
し
て
き

た
さ
ま
ざ
ま
な
訓
練
想
定
を
地
方
公
共

団
体
が
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
し
て
共
有
し

て
よ
り
容
易
に
訓
練
が
実
施
さ
れ
る
こ

と
が
望
ま
れ
て
い
る
。

さまざまな危機を想定した実戦的な訓練で、危
機管理能力の向上を
　危機管理体制の実効性を確認・検証し、多くの関係職員に危機管理業
務を修得させるためには、平常時からのさまざまな被害想定に基づく実
戦的な訓練が不可欠となる。地方公共団体は、訓練目的に沿った計画的・
体系的な訓練を実施していくことが求められている。

（８）平時からの危機管理体制の構築

実戦的な防災訓練85
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　防災意識を高めるため、防災関係機関・関係団体など
により実施される訓練
（例）総合防災訓練　など

　災害が起きた時にとるべき対応に習熟するとともに、具
体的な取り組みの技術を向上させるために実施する訓練
（例）消火器を使った消火訓練、避難訓練　など

防災意識の普及・向上

展　示　型
（劇場型）

防災技術の修得・向上

技術修得型
（教育型）

防災体制の検証

実　戦　型
（検証型）

　防災体制の検証と見直しにつなげる訓練。具体的な被害
想定に基づいて抜き打ちで実施するなど実戦的な訓練
（例）抜き打ち訓練・図上訓練・災害対策本部設置訓練
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

❖総合防災訓練
　（内閣広報室）

❖消防団による放水訓練

❖抜き打ちでの防災訓練
　（日本地震学会広報紙

「なゐふる」）

■実効ある防災訓練

■兵庫県の訓練から

❖救急・救助訓練 ❖災害対策本部設置運営訓練 ❖ボランティアセンター開設訓練

□兵庫県における訓練

○本部設置運営訓練（図上）
　�　南海地震、新型インフルエンザ、緊急対処事
態などを想定して、 知事をはじめ本部員（部長
クラス他）等が参加する訓練

○合同防災訓練（実動）
　�　地震、風水害等の災害を想定して、市町その
他防災関係機関及び自主防災組織等の住民参
加による情報伝達、避難訓練、救出救助訓練等
を実施

○事務局訓練・業務要員訓練（図上）
　�　災害対策本部等の事務局要員（防災担当部局
職員） 及び業務要員（災害待機宿舎居住の初動
期の事務局業務を担当する職員）の訓練。山崎
断層帯地震、南海地震などさまざまな想定で実
施。

○その他
　石油コンビナート等総合防災訓練
　水防情報伝達訓練
　土砂災害避難訓練
　緊急消防援助隊調整本部訓練
　近畿２府７県合同防災訓練

兵 庫 の 取 り 組 み
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支
え
る

何
が
あ
っ
た
か

○
国
・
自
治
体
か
ら
多
数
の
応
援
職
員

が
派
遣
さ
れ
た

　

国
や
全
国
の
自
治
体
か
ら
多
く
の
職

員
や
支
援
チ
ー
ム
が
派
遣
さ
れ
た
。
被

災
直
後
に
は
、
全
国
知
事
会
の
あ
っ
せ

ん
に
よ
っ
て
、
応
急
仮
設
住
宅
の
建
設

や
義
援
金
の
受
け
入
れ
な
ど
に
都
道
府

県
の
職
員
が
派
遣
さ
れ
た
。
そ
の
後
、

自
治
省
を
窓
口
と
し
て
被
災
地
の
自
治

体
に
全
国
規
模
で
災
害
復
旧
に
当
た
る

職
員
が
派
遣
さ
れ
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
大
規
模
災
害
で
は
全
国
的
な
応
援
が
不
可
欠

　

震
災
時
に
は
、
復
旧
・
復
興
業
務
に
対

処
す
る
自
治
体
職
員
の
絶
対
数
が
不
足
す

る
。
こ
の
た
め
、
大
規
模
災
害
時
の
応
急

対
策
及
び
応
急
復
旧
を
迅
速
か
つ
円
滑
に

実
施
で
き
る
よ
う
、
被
災
地
の
自
治
体
だ

け
で
は
な
く
、
被
災
地
外
の
全
国
の
自
治

体
か
ら
の
短
期
お
よ
び
中
・
長
期
的
な
人

的
応
援
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　

自
治
体
間
で
災
害
時
の
相
互
応
援
協
定

を
締
結
す
る
な
ど
に
よ
り
、
平
常
時
か
ら

広
域
的
な
応
援
体
制
を
確
立
す
る
と
と
も

に
、
東
南
海
・
南
海
地
震
な
ど
大
規
模
な

被
害
が
発
生
し
た
場
合
の
役
割
分
担
や
協

力
関
係
を
あ
ら
か
じ
め
検
討
し
て
お
く
ほ

か
、
行
政
機
能
を
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
た

め
の
拠
点
間
の
連
携
も
必
要
で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
全
国
的
な
相
互
応
援
の
仕
組
み
が
進
む

　

大
規
模
災
害
に
備
え
て
、
兵
庫
県
で

は
、
ほ
か
の
都
道
府
県
と
の
共
同
研
究

や
防
災
に
関
す
る
人
的
交
流
を
進
め
て

い
る
。
全
国
知
事
会
や
各
地
方
ブ
ロ
ッ

ク
、
都
道
府
県
で
は
、
防
災
協
力
や
災

害
時
の
相
互
応
援
協
定
が
締
結
さ
れ
て

い
る
。
復
興
段
階
に
応
じ
て
人
材
の
派

遣
、
物
資
や
資
金
の
提
供
も
行
わ
れ
て

い
る
。

　

ま
た
、
震
災
以
降
、
緊
急
消
防
援
助

隊
（
消
防
）、広
域
緊
急
援
助
隊
（
警
察
）

が
創
設
さ
れ
た
ほ
か
、
厚
生
労
働
省
が

医
師
や
保
健
師
、
国
土
交
通
省
が
応
急

危
険
度
判
定
士
や
緊
急
災
害
対
策
派
遣

隊
な
ど
、
専
門
家
集
団
の
派
遣
の
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
ト
を
進
め
て
い
る
。

○
防
災
な
ど
を
テ
ー
マ
に
広
域
連
合
の

検
討
が
進
む

　

関
西
で
は
平
成
19
年
７
月
、
広
域
連

合
を
は
じ
め
広
域
自
治
組
織
の
あ
り
方

の
検
討
を
加
速
す
る
た
め
、
府
県
、
政

令
指
定
都
市
及
び
経
済
団
体
の
ト
ッ
プ

に
よ
り
関
西
広
域
機
構
（
Ｋ
Ｕ
）
が
設

立
さ
れ
た
。
地
方
分
権
な
ど
に
関
す
る

政
策
提
言
の
ほ
か
、
防
災
に
関
連
し

て
、
東
南
海
・
南
海
地
震
に
備
え
た
広

域
防
災
の
共
同
施
策
の
検
討
や
防
災
情

報
を
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
等
で
提
供
す

る
仕
組
み
の
検
討
な
ど
に
取
り
組
ん
で

い
る
。

○
首
都
機
能
代
替
（
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
）

エ
リ
ア
の
構
築
を

　

首
都
東
京
は
、
首
都
直
下
地
震
や
テ

ロ
行
為
な
ど
多
様
な
危
険
に
さ
ら
さ
れ

て
い
る
。
危
機
管
理
の
面
か
ら
、
震
災

の
経
験
を
有
す
る
関
西
を
首
都
機
能
代

替
エ
リ
ア
に
位
置
付
け
、
経
済
・
社
会

の
中
枢
機
能
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
体
制
の

確
保
を
図
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

○
海
外
と
の
連
携
も
進
む

　

震
災
直
後
に
地
震
災
害
の
危
険
が
高

い
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
各
種
団
体
か

ら
さ
ま
ざ
ま
な
救
援
を
受
け
て
以
降
、

相
互
に
緊
密
な
交
流
が
行
わ
れ
て
き
た
。

こ
れ
を
受
け
、
平
成
８
年
９
月
に
災
害

の
予
防
、
応
急
対
応
、
復
旧･

復
興
に

関
す
る
知
識
・
技
術
・
情
報
等
を
交
換

す
る
な
ど
、
行
政
相
互
の
防
災
力
向
上

の
た
め
の
協
定
を
締
結
し
た
。
ま
た
、

12
年
５
月
に
は
姉
妹
州
で
あ
る
ワ
シ
ン

ト
ン
州
と
の
間
で
も
防
災
体
制
強
化
の

た
め
の
防
災
協
定
を
締
結
し
た
。

　

さ
ら
に
、
20
年
５
月
の
四
川
大
地
震

を
受
け
、
中
国
政
府
等
の
要
請
に
応
じ

て
震
災
の
経
験
と
教
訓
を
踏
ま
え
た
具

体
的
な
支
援
内
容
の
検
討
な
ど
を
行
う

中
国
・
四
川
大
地
震
復
興
支
援
兵
庫
神

戸
委
員
会
が
、
兵
庫
県
、
神
戸
市
、
防

災
関
係
機
関
な
ど
に
よ
り
設
置
さ
れ
た
。

被災地外からの応援が、迅速な復旧・復興を支える
　震災直後、被災地には国や全国の自治体から応援職員や支援チームが派遣され、復旧・復興に
大きく貢献した。この経験を踏まえ、全国知事会や近隣府県などで相互応援協定を締結するなど、
広域連携体制が整った。海外との間でも、米国カリフォルニア州やワシントン州、中国四川省と
も防災や復旧・復興に関する連携体制が構築されている。また、東京一局集中が進む中、首都直
下地震やテロ行為などによる首都機能の機能障害に備えたバックアップ体制の確保が求められる。

（８）平時からの危機管理体制の構築

行政の広域連携86
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■自治体職員派遣の枠組み　～新潟県中越沖地震時の保健師派遣に関する厚生労働省通知（平成19年7月16日）～ 
　「派遣体制を一元的に管理することとしたので、各都道府県において派遣の可否、態勢について回答願います。」との
通知が全国都道府県等に出された。
（内容）　①避難住民の健康相談活動及びこころのケア対策を新潟県と連携を図り対応すること

②スタッフはとぎれることなく派遣のこと
③１回あたりの派遣期間は最低でも４～５日とすること
④現地への交通費等については地元地方自治体に負担を求めないこと
⑤派遣する保健師の飲料水・食料等は極力持参のこと

■国土交通省緊急災害対策派遣隊 
（ＴＥＣ―ＦＯＲＣＥ）

　大規模自然災害が発生し、又は発生する恐れがある場
合において、被災地方公共団体が行う、被災状況の迅速な
把握、被害の拡大の防止、被災地の早期復旧その他災害応
急対策に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施する
ための部隊。国土交通省、地方支分局などに平成20年４月
に設置。岩手・宮城内陸地震でも派遣された。

❖被害状況の調査❖土砂災害危険箇所等の
点検

■震災における全国からの応援状況
区分 人数 主な業務内容

行政 短期的業務
  　平成７年１月17日

～３月31日　

延べ199,416人
　都道府県職員
� 延べ73,960人　
　市町村職員
� 延べ122,456人　

被災直後に職員だけでは対応できない業務への対応
○救援物資の整理・仕分け
○�応急仮設住宅の建築、県営住宅の補修、義援金の受け
入れ業務
� など

中長期的業務
  　平成７年４月１日
　　 　～概ね１年間

延べ355人
　兵庫県受け入れ
� 175人　
　県内市町受け入れ
� 180人　

災害復旧に向けた技術系職員の不足に対応
　農業土木職、林学職、土木職、建築職、電気職、機
　械職、食品衛生監視員、環境衛生監視員、公害職、
　埋蔵文化財技師

警察 警察官 延べ約426,500人 救助、検案、検視、交通対策、避難所対策など
パトロールカー 延べ約15,000台 被災地のパトロール活動や駐留警戒、事故多発地域の

重点警らなど
白バイなど 延べ約10,000台 交通路の規制活動など　サインカーも運用
特殊車両 延べ約 1,200台 トイレカー、給水車、遊撃放水車、キッチンカーなど

消防 延べ　35,136人

□兵庫県の相互応援協定
　・�全国都道府県における災害時等の広域応援に関
する協定

　・�近畿２府７県危機発生時の相互応援に関する基
本協定

　・�兵庫県・鳥取県災害時の相互応援に関する協定
　・�兵庫県・岡山県災害時の相互応援に関する協定
　・�兵庫県・新潟県防災協力及び災害時相互応援に
関する協定

　・�兵庫県及び市町相互間の災害時応援協定
　・�災害時の応援に関する申し合わせ（近畿地方整
備局）

　・�兵庫県とカリフォルニア州の防災協力に関する
合意書

　・�兵庫県とワシントン州との防災協力に関する合
意書

兵 庫 の 取 り 組 み
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支
え
る

何
が
あ
っ
た
か

○
基
地
は
す
ぐ
に
満
杯
と
な
っ
た

　

震
災
当
日
、
県
庁
一
号
館
の
地
下
駐

車
場
を
救
援
物
資
の
保
管
場
所
と
し
て

利
用
し
た
が
、
た
っ
た
一
日
で
満
杯
と

な
っ
た
。
翌
18
日
に
県
消
防
学
校
を
基

地
と
し
て
救
援
物
資
の
受
け
入
れ
や
避

難
所
等
へ
の
配
送
を
行
っ
た
が
、
全
国

か
ら
次
々
と
届
け
ら
れ
る
救
援
物
資

で
、
瞬
く
間
に
満
杯
と
な
っ
た
た
め
、

グ
リ
ー
ン
ピ
ア
三
木
、
県
立
三
木
山
森

林
公
園
、
大
阪
空
港
を
基
地
と
し
て
順

次
開
設
し
た
。

○
全
国
か
ら
の
応
援
要
員
の
拠
点
が
不

足
し
た

　

被
災
地
の
背
後
に
位
置
す
る
総
合
レ

ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
施
設
（
し
あ
わ
せ
の

村
）
や
県
消
防
学
校
、
神
戸
市
消
防
学

校
を
全
国
か
ら
応
援
に
駆
け
付
け
た
消

防
隊
員
や
自
衛
隊
員
の
駐
屯
基
地
と
し

た
が
、す
べ
て
の
部
隊
を
収
容
で
き
ず
、

船
舶
や
消
防
署
の
会
議
室
・
事
務
室
、

車
庫
や
テ
ン
ト
な
ど
も
活
用
し
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
大
規
模
災
害
に
備
え
た
活
動
拠
点
の

整
備
が
必
要

　

大
規
模
災
害
時
に
全
国
か
ら
の
救
援

物
資
や
応
援
要
員
を
受
け
入
れ
る
た
め
、

物
資
の
集
積
・
配
送
、
応
援
部
隊
の
駐

屯
基
地
、
物
流
拠
点
、
情
報
拠
点
な
ど

の
機
能
を
担
い
、
陸
路
や
航
路
、
空
路

な
ど
多
様
な
交
通
ア
ク
セ
ス
が
可
能
な

活
動
拠
点
の
整
備
が
必
要
で
あ
る
。

○
平
常
時
の
活
用
も
重
要

　

災
害
対
応
に
必
要
な
広
大
な
活
動
拠

点
は
、
平
常
時
も
永
続
的
に
利
用
可
能

な
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
と
し
て
、
活
用

で
き
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
広
域
防
災
拠
点
の
整
備
が
進
展

　

兵
庫
県
で
は
、
被
災
者
用
物
資
等
の

備
蓄
機
能
や
救
援
物
資
の
集
積
・
配
送

拠
点
機
能
、
応
急
活
動
要
員
の
集
結
・

宿
泊
拠
点
機
能
を
持
つ
広
域
防
災
（
ブ

ロ
ッ
ク
）
拠
点
を
県
内
５
カ
所
（
阪
神

南
、
西
播
磨
、
但
馬
、
丹
波
、
淡
路
）

に
整
備
し
た
。

　

ま
た
、
平
成
７
年
度
か
ら
全
県
域
の

広
域
防
災
拠
点
と
し
て
、
三
木
総
合
防

災
公
園
の
整
備
に
着
手
、
17
年
度
か
ら

供
用
開
始
し
て
い
る
。
平
常
時
に
は
一

般
開
放
し
、
県
民
の
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク

リ
エ
ー
シ
ョ
ン
施
設
と
し
て
、
災
害
時

に
は
県
内
の
広
域
防
災
拠
点
の
中
核
施

設
と
し
て
、
広
域
支
援
に
対
応
で
き
る

体
制
が
整
っ
て
き
て
い
る
。

○
国
も
基
幹
的
広
域
防
災
拠
点
を
整
備

　

国
に
お
い
て
も
、
首
都
圏
で
大
規
模

か
つ
広
域
的
な
災
害
が
発
生
し
た
際
に
、

国
と
地
方
公
共
団
体
が
協
力
し
て
応
急

復
旧
活
動
を
行
う
拠
点
と
し
て
、
有
明

の
丘
地
区
（
東
京
都
江
東
区
）
及
び
東

扇
島
地
区
（
川
崎
市
）
に
基
幹
的
広
域

防
災
拠
点
を
整
備
し
、
平
成
20
年
度
に

オ
ー
プ
ン
し
た
。
近
畿
圏
内
で
も
20
年

度
か
ら
堺
泉
北
港
（
堺
市
堺
区
）
で
基

幹
的
広
域
防
災
拠
点
の
整
備
に
着
手
す

る
な
ど
、
取
り
組
み
が
進
ん
で
い
る
。

大規模災害に備えた活動拠点が、災害直後の活動
を支える
　震災直後、県消防学校を基地として、全国から届けられる大量の救援物資に対応したが、瞬
く間に受け入れ不能となり、順次基地を拡大し、４カ所で受け入れた。また、消防や自衛隊が
駐屯する基地が必要となり、県消防学校などを活用したが、すべての部隊を収容することはで
きなかった。大規模災害時に備えて、備蓄機能、物資集積・配送拠点機能、要員集結・宿泊拠
点機能を持つ防災拠点が必要であり、平常時にも活用できるよう計画的に整備する必要がある。

（８）平時からの危機管理体制の構築

広域防災拠点の整備87
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■広域防災拠点が持つ機能

　

１．備蓄機能
　�　被災者用物資（毛布、非常用食料等）や救助用資機材（エンジンカッター、チェーン
ソー等）などを備蓄する。

　

２．物資集積・配送拠点機能
　�　大規模災害が発生した場合に、全国から寄せられる大量の救援物資を集積し、被災
地へ配送する輸送拠点となる。

　

３．要員集結・宿泊拠点機能
　�　救援・救助活動や復旧作業のために、他地域から被災地へ派遣される要員の応急活
動拠点となる。

■兵庫県の広域防災拠点

但馬

丹波

西播磨

淡路

阪神南

三木総合
防災公園

■三木総合防災公園（全県拠点）

球技場
野球場

陸上競技場広域防災センター

屋内テニス場（ビーンズドーム）
　　�我が国最大の屋内防災施設
として、災害時には、応急活
動要員の駐屯や救援物資の
配送基地として機能する。

【外観】

【内観】■広域防災拠点（ブロック拠点）
拠点名 所在地 完　成
西播磨 赤穂郡上郡町 平成11年３月
但馬 豊岡市 平成13年８月
淡路 南あわじ市 平成19年２月
丹波 丹波市 平成20年３月
阪神南 西宮市 平成20年３月

■有明の丘地区

平常時

・�関係機関による防災情報の交換や各種訓練など
発災時に備えた活動拠点
・�臨海副都心の都市機能集積・集客性を生かした
情報発信・レクリエーションの提供　等

発災時
・合同現地対策本部の設置
・自衛隊、消防、警察などのベースキャンプ機能
・トリアージ実施のための資機材・設備の提供　等

■東扇島地区
平常時 環境に配慮した､海と緑と人がふれあう緑地
発災時 緊急物資輸送拠点として、物資を搬入保管できる

広いスペースを確保

■首都圏の基幹的広域防災拠点

❖有明の丘基幹的広域防災拠点施設（本部棟）
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支
え
る

何
が
あ
っ
た
か

○
震
災
直
後
に
世
界
各
国
か
ら
支
援
が

届
い
た

　

震
災
直
後
、
世
界
各
国
か
ら
救
援
物

資
や
義
援
金
、
お
見
舞
い
が
届
い
た
。

ま
た
、
ス
イ
ス
や
フ
ラ
ン
ス
な
ど
海
外

か
ら
の
レ
ス
キ
ュ
ー
隊
が
被
災
地
に
入

り
、
救
助
・
救
援
活
動
を
行
っ
た
。

○
世
界
各
地
で
大
規
模
災
害
が
頻
発

　

震
災
以
降
、
ト
ル
コ
北
西
部
地
震
、

ス
マ
ト
ラ
沖
地
震
、
四
川
大
地
震
な
ど

の
大
地
震
、
ハ
リ
ケ
ー
ン
・
カ
ト
リ
ー

ナ
や
ミ
ャ
ン
マ
ー
・
サ
イ
ク
ロ
ン
な
ど

の
風
水
害
被
害
な
ど
、
世
界
各
地
で
大

規
模
災
害
が
頻
繁
に
発
生
し
て
い
る
。

学
ん
だ
こ
と

○
国
際
社
会
全
体
で
災
害
被
害
軽
減
に

取
り
組
む
こ
と
が
重
要

　

大
規
模
災
害
が
頻
発
し
、
人
的
に
も

経
済
的
に
も
被
害
が
増
大
し
て
お
り
、

災
害
に
強
い
社
会
を
つ
く
る
こ
と
が
国

際
社
会
の
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い

る
。
こ
の
よ
う
な
中
、平
成
17
年
１
月
、

国
連
防
災
世
界
会
議
が
、
国
連
加
盟
１

６
８
カ
国
や
国
際
Ｎ
Ｇ
Ｏ
な
ど
約
４
万

４
千
人
の
参
加
を
得
て
被
災
地
兵
庫
で

開
催
さ
れ
、
21
世
紀
の
国
際
防
災
戦
略

と
な
る
「
兵
庫
行
動
枠
組
」
が
採
択
さ

れ
た
。

　

今
後
は
、
こ
の
枠
組
を
踏
ま
え
た
取

り
組
み
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
国
際
防
災
・
人
道
支
援
拠
点
の
形
成

　

震
災
後
に
整
備
さ
れ
た
Ｈ
Ａ
Ｔ
神
戸

（
神
戸
市
中
央
区
）
に
は
、防
災
、保
健
、

環
境
な
ど
に
関
す
る
国
際
機
関
が
集

ま
っ
て
お
り
、
平
成
17
年
、
復
興
期
に

お
け
る
国
際
支
援
の
窓
口
機
関
と
な
る

国
際
防
災
復
興
協
力
機
構
（
Ｉ
Ｒ
Ｐ
）

が
開
設
さ
れ
た
。続
い
て
19
年
に
は「
兵

庫
行
動
枠
組
」
の
推
進
拠
点
と
し
て
国

連
国
際
防
災
戦
略
（
Ｉ
Ｓ
Ｄ
Ｒ
）
兵
庫

事
務
所
も
設
置
さ
れ
、
相
互
の
有
機
的

な
連
携
に
よ
り
「
兵
庫
行
動
枠
組
」
を

強
力
に
推
進
す
る
体
制
が
整
っ
た
。

　

さ
ら
に
国
連
は
、「
兵
庫
行
動
枠
組
」

の
実
現
に
向
け
、
18
年
に
天
災
等
で
人

道
支
援
が
必
要
な
場
合
に
迅
速
に
対
応

す
る
た
め
の
国
連
中
央
緊
急
対
応
基
金

（
Ｃ
Ｅ
Ｒ
Ｆ
）
を
創
設
。
兵
庫
県
も
自

治
体
と
し
て
初
め
て
出
資
（
１
億
円
）

し
た
。

○
国
際
的
な
防
災
分
野
の
人
材
を
育
成

　

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
と
兵
庫
県
は
、
平
成
19

年
、
開
発
途
上
国
で
防
災
に
携
わ
る
人

材
を
育
成
す
る
拠
点
と
し
て
、
国
際
防

災
研
修
セ
ン
タ
ー
（
Ｄ
Ｒ
Ｌ
Ｃ
）
を
Ｈ

Ａ
Ｔ
神
戸
の
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
兵
庫
内
に
設
置

し
た
。
被
災
地
兵
庫
に
集
積
す
る
防
災

関
係
機
関
の
人
材
や
蓄
積
さ
れ
た
知
識

を
最
大
限
に
活
用
し
て
、
体
系
的
で
計

画
的
な
防
災
研
修
を
実
施
。
防
災
分
野

で
国
際
的
に
活
躍
で
き
る
人
材
の
育
成

に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

ま
た
、
四
川
大
地
震
で
は
、
兵
庫
県

こ
こ
ろ
の
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
の
研
究
者
な

ど
を
派
遣
し
、
現
地
で
被
災
者
向
け
に

精
神
的
な
ケ
ア
を
行
う
臨
床
心
理
士
・

看
護
師
な
ど
に
対
す
る
技
術
協
力
を
進

め
つ
つ
あ
る
。

○
市
民
に
よ
る
国
際
支
援
活
動
の
広
が
り

　

震
災
後
、
海
外
で
起
き
た
災
害
の
被

災
者
を
支
援
す
る
活
動
が
高
ま
り
を
見

せ
て
い
る
。
海
外
災
害
援
助
市
民
セ
ン

タ
ー
（
Ｃ
Ｏ
Ｄ
Ｅ
）
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま

な
市
民
団
体
が
、
ス
マ
ト
ラ
沖
地
震
津

波
災
害
等
の
救
援
や
復
興
支
援
に
独
自

で
活
動
し
て
い
る
。

国際社会全体で、災害被害軽減の取り組みを
　震災以降、世界各地で大規模災害が頻繁に発生している。災害被
害の軽減や災害からの復興は、時代や国・地域、民族の違いを超え
た共通の課題である。平成 17年には、国連防災世界会議が兵庫県
で開催され、21世紀の国際防災戦略となる「兵庫行動枠組」が策
定された。この枠組を踏まえて、国際的な防災協力を進めていくこ
とが求められている。

（８）平時からの危機管理体制の構築

国際防災協力88
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

■兵庫行動枠組（平成17年12月25日　国連防災世界会議（神戸市）で採択）
　　　①　防災を国、地方の優先課題に位置付け、実行のための強力な制度基盤を確保
　　　②　災害リスクを特定、評価、観測し、早期警報を向上
　　　③　すべてのレベルでの防災文化を構築するため、知識、技術、教育を活用
　　　④　潜在的なリスク要因の軽減
　　　⑤　効果的な応急対応のための事前準備を強化

■義援金（県民募金）と用途（平成15年度以降）　　　　　　　　　　　　　　　  （百万円）
年度 災  害  名 金額 実  施  内  容
平成15 イラン南東部地震 87

学校や幼稚園の再建や耐震改修
地域住民等への防災教育・耐震技術研修等
自然災害被害に関する展示博物館の整備
こころのケアへの支援　等

平成16 スマトラ島沖大地震 93
平成17 ハリケーン・カトリーナ 24

パキスタン地震 40
平成18 ジャワ島中部地震 34
平成20 ミャンマーサイクロン災害 22

四川大地震 43

■救援物資・人的派遣等の支援状況（平成15年度以降）
年度 災  害  名 被　災　国 物　的　支  援 人　材　派　遣
平成15 アルジェリア北部大地震 アルジェリア 見舞金 1名（道路復旧助言）

イラン南東部地震 イラン 発電機、変圧器、消毒薬など 1名（復興計画等助言）
平成16 スマトラ沖大地震（インド洋大津波）インドネシア、スリランカ、タイ 見舞金、消毒液 2名（地震対策・災害医療助言）

イラン南東部地震 イラン 毛布 1名（減災）
スマトラ沖大地震 インドネシア 毛布、消毒薬 2名（地震対策助言）

平成17 ハリケーンカトリーナ 米国 見舞金 －
パキスタン地震 パキスタン、インド 見舞金、毛布 4名（医療・実態調査等）
フィリピンレイテ島地滑り フィリピン 見舞金 －

平成18 ジャワ島中部地震 インドネシア 見舞金、毛布 4名（実態調査・救護活動）
平成19 ソロモン諸島沖地震 ソロモン諸島 － 1名（実態調査等）

バングラディシュサイクロン災害 バングラディシュ 見舞金 1名（実態調査等）
平成20 ミャンマーサイクロン災害 ミャンマー 見舞金 －

四川大地震 中国 見舞金、毛布、テント 10名（救護活動等）
※　人的派遣は被災直後の派遣のみを掲載。一定期間後の復興対策の助言等は省略。

■大規模災害時における兵庫県からの支援

機関名（主なもの） 役割
アジア防災センター 災害が多発するアジア地域における多国間防災協力の推進
阪神・淡路大震災記念　人と防災未来センター 大震災の経験と教訓の発信・継承
地震防災フロンティア研究センター 都市部を中心とする地震災害の軽減を目指す先導的な研究の実施
兵庫耐震工学研究センター（三木市） 地震防災に関する広範な技術開発に対する「究極の検証手段」として、実大三次元震

動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）を管理運営
兵庫県災害医療センター 震災の教訓を踏まえた兵庫県災害救急医療システムの中核施設
兵庫県こころのケアセンター 災害や事件、事故、犯罪被害などによる被災者や被害者のトラウマや、その結果とし

て生ずるＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）に対する「こころのケア」に関する拠
点施設

国際防災復興協力機構（IRP） 災害からの復旧復興に係る国際支援の窓口
国際協力機構（JICA）兵庫国際センター（国際防
災研修センター（DRLC））

政府開発援助（ＯＤＡ）を活用した研修事業等の実施及び国際的な防災人材の育成
拠点施設

日本赤十字社兵庫県支部 人間らしく生きるために、平和で健康な暮らしを維持するための人道支援
国際連合国際防災戦略（ISDR）兵庫事務所 国連における防災の基本戦略及び「国連防災世界会議（兵庫会議）」で採択された「兵

庫行動枠組」の実施に向けた調整を実施
国際連合人道問題調整事務所（OCHA）神戸 政府機関や国際機関と協力しつつ、効果的な人道援助活動の調整
国際連合地域開発センター（UNCRD）防災計画
兵庫事務所

開発途上国の地域開発担当者の計画立案、実施能力を向上させる事業を実施

（財）ひょうご震災記念21世紀研究機構 安心・安全なまちづくり、共生社会の実現を図るため、命の尊厳と生きる歓びを高め
るヒューマンケアの理念に基づき、総合的なシンクタンクとして調査研究を実施

■国際防災・人道支援協議会（ＤＲＡ）
　ＨＡＴ神戸を中心に立地している関係機関が有機的な連携を図り、国際的な防災・人道支援活動に資する取り組みを共同して推進
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M
essage

復
興
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
委
員
会
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

８
平
時
か
ら
の
危
機
管
理
体
制
の
構
築

来
る
べ
き
さ
ま
ざ
ま
な
危
機
に
対
応
可
能
な
、
総
合
的
で
実
戦
的
な
危
機

管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

迅
速
な
初
動
対
応
の
た
め
の
体

制
を
強
化

　

震
災
で
は
、
災
害
直
後
の
意
思
決
定

や
対
応
に
時
間
を
要
し
た
こ
と
か
ら
、

初
動
対
応
の
あ
り
方
が
問
わ
れ
た
。

　

こ
う
い
っ
た
反
省
を
踏
ま
え
、
国
レ

ベ
ル
で
は
早
期
被
害
推
定
シ
ス
テ
ム
、

高
密
度
な
地
震
計
の
配
置
等
の
対
策
が

行
わ
れ
、
兵
庫
県
に
お
い
て
も
フ
ェ

ニ
ッ
ク
ス
防
災
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
被
害

予
測
や
救
助
要
員
・
物
資
の
需
給
推
計

な
ど
早
期
の
災
害
対
応
支
援
の
た
め
の

シ
ス
テ
ム
が
構
築
さ
れ
る
と
と
も
に
、

知
事
を
補
佐
す
る
危
機
管
理
の
責
任
者

と
し
て
防
災
監
を
置
き
、
全
部
局
が
一

体
と
な
っ
て
災
害
対
策
・
対
応
を
行
う

仕
組
み
が
構
築
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
職
員
に
よ
る
宿
日
直
体
制
に

加
え
、
災
害
待
機
宿
舎
で
の
指
定
要

員
、
業
務
要
員
の
待
機
体
制
も
整
備
さ

れ
、
24
時
間
監
視
・
即
応
体
制
を
維
持

す
る
こ
と
に
よ
り
、
災
害
等
の
緊
急
事

態
の
発
生
に
備
え
ら
れ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
図
上
訓
練
等
の
実
戦
的
な

訓
練
や
、
さ
ま
ざ
ま
な
危
機
を
想
定

し
、
消
防
、
警
察
、
自
衛
隊
、
医
療
機

関
な
ど
の
防
災
関
係
機
関
と
合
同
で
の

訓
練
も
実
施
さ
れ
て
い
る
。

危
機
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が

重
要

　

人
の
命
を
救
う
、
応
急
期
の
生
活
を

支
え
る
、
復
旧
・
復
興
を
進
め
る
と
い

う
総
合
的
な
危
機
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構

築
を
図
る
試
み
が
現
在
も
続
け
ら
れ
て

お
り
、
よ
り
実
効
性
の
高
い
防
災
対
策

を
進
め
る
た
め
に
、
こ
れ
ま
で
の
地
域

防
災
計
画
に
加
え
、
計
画
的
に
防
災
対

策
を
実
施
し
て
い
く
た
め
の
防
災
ア
ク

シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
が
策
定
さ
れ
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
。

　

東
海
・
東
南
海
・
南
海
地
震
な
ど
、

南
海
ト
ラ
フ
を
震
源
と
す
る
地
震
の
発

生
が
確
実
視
さ
れ
て
い
る
中
、
地
震
災

害
の
危
機
管
理
に
つ
い
て
は
さ
ま
ざ
ま

な
知
見
が
収
集
さ
れ
、
そ
の
対
策
が
進

め
ら
れ
て
い
る
。
そ
れ
に
加
え
て
、
現

在
、
そ
の
他
の
多
様
な
リ
ス
ク
（
Ｓ
Ａ

Ｒ
Ｓ
︿
重
症
急
性
呼
吸
器
症
候
群
﹀、

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
、
テ
ロ
、
都
市

型
災
害
、
犯
罪
等
）
に
対
し
て
も
危
機

管
理
部
局
が
対
応
す
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
行
政
に

は
、
自
然
災
害
・
人
為
災
害
両
方
に
対

し
て
一
元
的
に
対
応
可
能
な
新
た
な
危

機
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

広
域
的
な
連
携
シ
ス
テ
ム
が
進
展

　

震
災
以
降
、
広
域
的
な
危
機
管
理
の

連
携
シ
ス
テ
ム
の
整
備
も
図
ら
れ
て
お

り
、
自
治
体
相
互
の
応
援
協
定
の
締
結

の
ほ
か
、
自
衛
隊
の
災
害
派
遣
制
度
の

充
実
、
消
防
や
警
察
の
全
国
的
な
緊
急

援
助
隊
の
整
備
な
ど
が
進
展
し
て
い
る
。

　

大
規
模
災
害
時
に
は
、
応
急
・
復
旧

業
務
に
従
事
す
る
被
災
自
治
体
の
職
員

が
不
足
す
る
た
め
、
迅
速
か
つ
円
滑
な

対
応
が
で
き
る
よ
う
、
被
災
地
外
の
自

治
体
か
ら
の
応
援
体
制
を
平
時
か
ら
充

実
さ
せ
、
役
割
分
担
も
含
め
て
準
備
し

て
お
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　

自
治
体
職
員
を
被
災
地
に
派
遣
し
て

専
門
的
あ
る
い
は
行
政
的
支
援
を
図
る

相
互
応
援
の
仕
組
み
は
、
派
遣
職
員
に

と
っ
て
も
、
災
害
現
場
の
対
応
を
学

び
、
実
務
で
つ
な
が
る
人
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
築
け
る
こ
と
に
お
い
て
、
相

互
に
意
義
が
あ
る
。
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国
際
防
災
協
力
体
制
も
定
着

　

平
成
17
年
に
兵
庫
県
で
開
催
さ
れ
た

国
連
防
災
世
界
会
議
に
お
い
て
、
21
世

紀
の
国
際
防
災
戦
略
と
な
る
「
兵
庫
行

動
枠
組
」
が
採
択
さ
れ
、
国
際
的
な
防

災
協
力
が
進
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

世
界
各
地
で
大
規
模
災
害
が
頻
発
し

て
い
る
中
、
災
害
被
害
の
軽
減
や
災
害

か
ら
の
復
興
は
世
界
共
通
の
課
題
で
あ

り
、
国
際
社
会
全
体
で
取
り
組
ん
で
い

か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
な

中
、
20
年
５
月
の
四
川
大
地
震
の
復

旧
・
復
興
に
向
け
て
具
体
的
な
支
援
内

容
を
検
討
、
実
施
す
る
た
め
に
、
兵
庫

県
、
神
戸
市
を
は
じ
め
、
防
災
関
係
機

関
な
ど
22
団
体
で
構
成
す
る
「
中
国
・

四
川
大
地
震
復
興
支
援
兵
庫
神
戸
委
員

会
」
が
設
置
さ
れ
た
。
こ
の
委
員
会
の

取
り
組
み
は
、
被
災
地
兵
庫
か
ら
の
国

際
協
力
の
モ
デ
ル
と
し
て
、
大
き
な
期

待
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。

災
害
対
応
体
制
の
強
化

　

16
年
７
月
の
豪
雨
災
害
、
10
月
の
中

越
地
震
、
19
年
の
中
越
沖
地
震
と
立
て

続
け
に
大
規
模
災
害
に
見
舞
わ
れ
た
新

潟
県
で
は
、
災
害
対
応
体
制
の
見
直
し

が
行
わ
れ
た
。

　

効
果
的
な
災
害
対
応
を
行
う
上
で

は
、
被
害
情
報
に
加
え
、
実
働
部
隊
の

活
動
状
況
に
つ
い
て
の
情
報
を
共
有
す

る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、

「
被
災
者
救
援
部
」「
食
糧
物
資
部
」「
生

活
再
建
支
援
部
」
と
い
っ
た
活
動
内
容

ご
と
に
、
通
常
の
行
政
組
織
の
枠
を
超

え
た
部
局
横
断
的
な
組
織
を
設
け
る
こ

と
と
し
た
。

　

さ
ら
に
、
す
べ
て
の
災
害
対
応
業
務

を
大
部
屋
形
式
の
災
害
対
策
本
部
事
務

室
で
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
効
率
的

に
情
報
共
有
す
る
体
制
を
構
築
し
た
。

　

災
害
情
報
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
共
有

す
る
た
め
、
新
潟
県
だ
け
で
な
く
多
く

の
自
治
体
で
、
実
際
の
災
害
対
応
業
務

を
行
う
災
害
対
策
本
部
事
務
室
を
重
視

し
た
空
間
構
成
の
見
直
し
が
行
わ
れ
て

い
る
。

❖防災関係機関が合同で救急・救助訓練を実施❖県域の広域防災拠点として三木総合防災公園を整備
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支
え
る

何
が
あ
っ
た
か

○
県
は
阪
神
・
淡
路
大
震
災
復
興
本
部

を
設
置

　

震
災
２
週
間
後
の
１
月
30
日
、
兵
庫

県
は
、
復
興
に
本
格
的
に
取
り
組
む
た

め
、
災
害
対
策
総
合
本
部
に
兵
庫
県
南

部
震
災
復
興
本
部
を
設
置
。
住
宅
の
再

生
、
が
れ
き
の
処
理
、
復
興
の
た
め
の

特
別
措
置
法
の
検
討
な
ど
の
事
業
を
推

進
す
る
こ
と
と
し
た
。

　

３
月
15
日
に
は
、
既
存
の
組
織
の
枠

組
み
を
超
え
た
総
合
的
な
推
進
体
制
と

し
て
、
知
事
を
本
部
長
と
す
る
阪
神
・

淡
路
大
震
災
復
興
本
部
を
設
置
。
創
造

的
復
興
へ
の
取
り
組
み
を
ス
タ
ー
ト
さ

せ
た
。

○
国
は
復
興
委
員
会
、
復
興
対
策
本
部

を
設
置

　

被
災
地
の
復
興
に
向
け
た
施
策
を
早

急
か
つ
強
力
に
進
め
る
た
め
、
国
は
２

月
、「
阪
神
・
淡
路
大
震
災
復
興
の
基
本

方
針
及
び
組
織
に
関
す
る
法
律
」
を
制

定
。
長
期
的
な
復
興
対
策
へ
の
国
の
支

援
策
を
審
議
す
る
機
関
と
し
て
阪
神
・

淡
路
復
興
委
員
会
を
、
同
委
員
会
か
ら

の
提
言
な
ど
を
実
行
す
る
組
織
と
し
て

内
閣
総
理
大
臣
を
本
部
長
と
す
る
阪

神
・
淡
路
復
興
対
策
本
部
を
設
置
し
た
。

　

阪
神
・
淡
路
復
興
委
員
会
は
、
地
元

意
見
反
映
の
た
め
、
知
事
及
び
神
戸
市

長
も
参
画
し
て
14
回
開
催
さ
れ
、「
県
・

市
を
中
心
に
復
興
10
カ
年
計
画
を
早
急

に
策
定
し
、
政
府
は
復
興
計
画
を
承
認

し
、
実
施
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る

こ
と
」「
神
戸
港
の
早
期
復
興
」
な
ど
、

11
の
提
言
及
び
３
つ
の
意
見
を
取
り
ま

と
め
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
被
災
地
主
体
の
復
興
が
必
要

　

関
東
大
震
災
時
は
、
復
興
院
を
設
置

し
、
国
主
導
で
復
興
が
行
わ
れ
た
が
、

阪
神
・
淡
路
大
震
災
で
は
、
被
災
地
が

復
興
計
画
を
作
成
す
る
な
ど
、
被
災
地

主
体
の
復
興
を
国
が
最
大
限
支
援
す
る

と
い
う
枠
組
み
で
行
わ
れ
た
。
被
災
地

の
意
向
や
実
情
を
復
興
対
策
に
反
映
さ

せ
る
た
め
に
は
、
被
災
地
主
体
の
復
興

が
必
要
で
あ
る
。

○
被
災
地
と
国
の
連
携
が
不
可
欠

　

国
は
、
震
災
直
後
に
、
非
常
災
害
対

策
本
部
の
現
地
対
策
本
部
を
設
置
し
、

地
元
自
治
体
と
連
携
し
て
災
害
応
急
対

策
へ
の
支
援
等
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

し
か
し
、
現
地
対
策
本
部
に
は
権
限
や

予
算
が
な
か
っ
た
た
め
、
本
省
と
の
調

整
が
不
可
欠
で
、
迅
速
に
機
能
を
発
揮

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
面
も
あ
っ
た
。

　

阪
神
・
淡
路
復
興
委
員
会
の
活
動
終

了
後
、
国
は
被
災
地
と
の
新
た
な
連
絡

体
制
を
つ
く
り
、
意
思
疎
通
を
図
る
た

め
、
兵
庫
県
、
神
戸
市
と
の
協
議
会
を

定
期
的
に
開
催
し
た
。政
府
側
幹
部（
復

興
対
策
本
部
参
与
、
国
土
事
務
次
官

等
）
と
兵
庫
県
知
事
、
神
戸
市
長
ら
が

率
直
な
意
見
を
交
換
す
る
こ
と
が
で

き
、
公
営
住
宅
家
賃
低
減
策
な
ど
復
興

施
策
の
具
体
化
に
つ
な
が
っ
た
。

　

ま
た
、
神
戸
商
工
会
議
所
と
の
連
絡

会
議
も
定
期
的
に
開
催
さ
れ
た
。
被
災

地
経
済
や
被
災
企
業
の
実
情
な
ど
に
つ

い
て
の
意
見
交
換
が
行
わ
れ
た
。

　

被
災
地
と
国
と
の
連
携
は
、
復
旧
・

復
興
を
進
め
る
上
で
不
可
欠
で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
被
災
地
主
体
の
復
興
を
国
が
支
え
る

枠
組
み
が
定
着

　

被
災
地
主
体
の
復
興
を
国
が
支
え
る

枠
組
み
は
、
被
災
地
の
ニ
ー
ズ
に
柔
軟

に
対
応
で
き
、
ま
た
、
地
方
分
権
の
観

点
か
ら
も
意
義
が
あ
る
。

　

震
災
後
、
災
害
対
策
基
本
法
の
改
正

に
よ
り
、
現
地
対
策
本
部
が
早
期
に
設

置
さ
れ
、
ま
た
、
早
い
段
階
で
復
旧
・

復
興
に
関
す
る
関
係
省
庁
局
長
会
議
を

開
催
す
る
な
ど
、
そ
の
後
の
災
害
で

は
、
国
の
初
動
対
応
、
体
制
整
備
も
迅

速
に
な
っ
て
い
る
。

　

被
災
地
主
体
の
復
興
に
向
け
て
、
国

と
地
方
の
一
層
の
体
制
づ
く
り
が
求
め

ら
れ
て
い
る
。

（９）被災地の主体的な復興を支える社会制度の整備

復興体制89
被災地主体の復興を、国が支える
　震災からの復興は、被災地が主体となり、政府が支援するという枠組
みで進められた。これにより、被災地のニーズに柔軟に対応することが
でき、早期の復旧・復興につながった。また、被災地と国が定期的に会
議などを重ね、意思疎通を図ることで、復興施策が具体化していくこと
もある。今後の大規模災害においても、被災地と国の連携が重要である。
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■阪神・淡路大震災での国の復興体制

意見・提言

■阪神・淡路大震災復興関係省庁連絡会議　〔平成12年２月22日設置〕
　（阪神・淡路復興対策本部の設置期限満了に伴い継続的な国の支援の推進のため設置）

　○議　長：内閣官房副長官補

■阪神・淡路大震災での兵庫県の復興体制
■平成７年兵庫県南部地震災害対策本部　〔平成７年１月17日　午前７時　設置〕

■平成７年兵庫県南部地震災害対策総合本部　〔平成７年１月18日改組〕
　　総合本部に緊急対策本部及び災害復旧対策本部を設置し、その下に13部を置いた。
　　　※緊急対策本部：�情報対策部、緊急渉外対策部、緊急救援活動部、緊急物資対策部、応急住宅部、緊急医療福祉対策部、緊

急輸送対策部

　　　※災害復旧対策本部：ライフライン部、輸送対策部、商工業対策部、庁内対策部、廃棄物対策部、施設応急対策部

　�　平成７年１月30日に改組し､ 総合本部に緊急対策本部及び兵庫県南部震災復興本部を設置し、その下に22部
を置いた。
　　　※兵庫県南部震災復興本部：総合調整部､総合企画部､新都市建設部､新生活創造部､新産業創造部､施設復旧部､廃棄物対策部､用地対策部

■阪神・淡路大震災兵庫県災害対策本部　〔平成７年３月15日改組～平成17年3月31日廃止〕
　�　阪神・淡路大震災復興本部の設置に伴い、緊急対策本部と兵庫県南部震災復興本部を廃止し、災害対策総合本
部を災害対策本部に改組した。

■阪神・淡路大震災復興本部　〔平成７年３月15日設置～平成17年3月31日廃止〕
　�　21世紀の地域づくりを先導する創造的復興をめざして、震災復興事業をより強力に推進するため、既存の組
織の枠組みを超えた総合的な推進体制として設置された。

　　　※　総括部、県民政策部、企画管理部、健康生活部、産業労働部、農林水産部、県土整備部、臨海都市整備部の８部

■阪神・淡路大震災復興推進会議　〔平成17年４月１日設置〕
　�　復興本部廃止後の庁内連携組織として、知事を会長とする阪神・淡路大震災復興推進会議を設置し、震災復興
に係る庁内の横断調整を図る。

　　　※　構成員である各部長等の下に部会を設置（計12部会）

■阪神・淡路復興対策本部
　（�阪神・淡路大震災復興の基本方針及び組織に関する法

律）

　〔平成７年２月24日設置、平成12年２月23日期間満了〕

　○本  部  長：内閣総理大臣
　○副 本 部 長：内閣官房長官（復興対策担当）
	 国土庁長官
　○本  部  員：その他の全国務大臣
　○参 　 　 与：的場順三 ㈱大和総研理事長

■阪神・淡路復興委員会
　（総理府本府組織令）

　〔平成７年２月15日設置、平成８年２月14日廃止〕

　○委 員 長：下河辺　淳 ㈱東京海上研究所
	 理事長
　○委 　 　 員：６名（兵庫県知事、神戸市長含む）
　○特 別 顧 問：後藤田正晴衆議院議員
　 　　　　　　平岩外四経団連名誉会長

意見・提言
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支
え
る

何
が
あ
っ
た
か

○
被
災
直
後
か
ら
復
興
計
画
づ
く
り
を

始
動

　

兵
庫
県
は
、
被
災
直
後
の
２
月
11

日
、
日
本
を
代
表
す
る
学
識
経
験
者
を

集
め
た
都
市
再
生
戦
略
策
定
懇
話
会
を

設
置
。
被
災
地
主
体
の
復
興
に
取
り
組

む
た
め
の
戦
略
づ
く
り
に
着
手
。
３
月

30
日
、
復
興
戦
略
ビ
ジ
ョ
ン
を
県
に
提

言
し
た
。
ま
た
、
産
業
、
住
宅
、
外
国

人
県
民
、
保
健
医
療
福
祉
な
ど
の
分
野

別
に
復
興
県
民
会
議
が
設
置
さ
れ
、
復

興
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
、
広
く
有

識
者
か
ら
意
見
・
提
言
が
寄
せ
ら
れ

た
。

○
異
例
の
ス
ピ
ー
ド
で
復
興
計
画
を
策
定

　

５
月
に
設
置
し
た
阪
神
・
淡
路
震
災

復
興
計
画
策
定
調
査
委
員
会
で
は
、
復

興
計
画
の
理
念
や
目
標
、
フ
レ
ー
ム
、

復
興
事
業
な
ど
に
つ
い
て
精
力
的
に
意

見
を
交
換
し
た
。
６
月
末
に
は
、
復
興

戦
略
ビ
ジ
ョ
ン
や
各
分
野
の
復
興
県
民

会
議
、
県
民
、
市
民
団
体
な
ど
か
ら
の

意
見
や
提
案
、
被
災
各
市
町
の
復
興
計

画
な
ど
を
ベ
ー
ス
と
し
た
復
興
計
画
案

を
取
り
ま
と
め
た
。
こ
の
案
を
も
と

に
、阪
神
・
淡
路
震
災
復
興
計
画
（
ひ
ょ

う
ご
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
計
画
）
が
異
例
の

ス
ピ
ー
ド
で
７
月
に
策
定
さ
れ
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
「
創
造
的
復
興
」
を
目
指
す
こ
と
が

重
要

　

震
災
を
、
こ
れ
ま
で
の
「
利
便
」｢

効

率｣
｢

成
長｣

を
重
視
す
る
都
市
文
明
へ

の
大
き
な
警
告
と
受
け
止
め
、
被
災
地

の
責
任
と
し
て
、「
安
全
」「
安
心
」「
ゆ

と
り
」
を
キ
ー
ワ
ー
ド
と
す
る
都
市
を

復
興
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

　

復
興
に
当
た
っ
て
重
要
な
こ
と
は
、

単
に
１
月
17
日
以
前
の
状
態
を
回
復
す

る
だ
け
で
は
な
く
、「
人
と
自
然
、
人
と

人
、
人
と
社
会
が
調
和
す
る
『
共
生
社

会
』
づ
く
り
」
を
基
本
理
念
に
、
新
た

な
視
点
か
ら
都
市
を
再
生
す
る
「
創
造

的
復
興
」
を
成
し
遂
げ
る
こ
と
で
あ
る
。

○
計
画
策
定
プ
ロ
セ
ス
へ
の
住
民
参
画

が
重
要

　

速
や
か
な
復
興
を
進
め
る
た
め
に

は
、
被
災
地
の
英
知
を
結
集
し
た
早
期

の
計
画
づ
く
り
が
重
要
で
あ
り
、
被
災

者
を
は
じ
め
と
す
る
住
民
主
体
の
復
興

計
画
づ
く
り
が
何
よ
り
大
切
で
あ
る
。

兵
庫
県
で
は
、
被
災
者
な
ど
か
ら
意
見

や
提
案
を
得
る
た
め
、
郵
便
や
フ
ァ
ク

シ
ミ
リ
で
の
募
集
、
地
域
別
の
フ
ォ
ー

ラ
ム
を
開
催
し
た
。
そ
の
結
果
、
寄
せ

ら
れ
た
復
興
に
対
す
る
意
見
・
提
案

は
、
約
８
０
０
件
、
項
目
に
し
て
２
０

０
０
を
上
回
っ
た
。

○
被
災
地
一
体
の
復
興
計
画
策
定
が
不

可
欠

　

県
が
策
定
す
る
復
興
計
画
は
、
被
災

市
町
の
復
興
計
画
と
整
合
を
図
る
必
要

が
あ
る
。
兵
庫
県
で
は
、
知
事
と
被
災

市
町
長
と
の
連
絡
会
を
開
催
し
て
市
町

長
か
ら
意
見
を
得
る
な
ど
、
被
災
市
町

と
連
携
を
図
り
つ
つ
、
国
と
も
調
整
を

行
い
な
が
ら
、
計
画
を
策
定
し
た
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
阪
神
・
淡
路
の
計
画
策
定
プ
ロ
セ
ス

が
そ
の
後
の
計
画
づ
く
り
に
も
反
映

　

学
識
経
験
者
な
ど
に
よ
る
復
興
ビ

ジ
ョ
ン
づ
く
り
や
市
町
計
画
と
の
整

合
、
被
災
者
の
声
の
反
映
な
ど
、
阪
神
・

淡
路
大
震
災
で
の
復
興
計
画
策
定
プ
ロ

セ
ス
が
、
中
越
地
震
で
大
き
な
被
害
を

受
け
た
新
潟
県
の
復
興
計
画
づ
く
り
に

も
生
か
さ
れ
て
い
る
。

○
計
画
推
進
の
た
め
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
を

　

兵
庫
県
で
は
、
復
興
計
画
策
定
後
か

ら
、
推
進
委
員
会
な
ど
を
設
置
し
、
毎

年
、
計
画
推
進
の
検
証
を
行
い
、
そ
の

時
々
の
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
な
ど
に

機
動
的
に
対
応
し
て
き
た
。
被
災
者
に

き
め
細
か
な
施
策
を
行
っ
て
い
く
た
め

に
は
、
復
興
計
画
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

を
継
続
的
に
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

被災地の英知を結集した復興計画で、創造
的復興をめざす
　震災直後から、懇話会や各分野にわたる復興県民会議からの提
言、被災者をはじめとする住民、市民団体などからの意見や提案
など、被災地の英知を結集し、普段では考えられない異例のスピー
ドで復興計画が策定された。この復興計画が、被災地の再生にか
けた新たな夢を描き、その実現に向けたエネルギーとなる。

（９）被災地の主体的な復興を支える社会制度の整備

復興計画90
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

■阪神・淡路大震災復興計画の策定・推進

行　政
2月～
各
種
県
民
会
議
の
開
催

5/11 
復
興
計
画
の
検
討

７月末
復
興
計
画
の
策
定

復
興
計
画
の
推
進

5年目の
国際総合検証

補完ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
の策定（※）

住民、企業、団体、ＮＰＯ／ＮＧＯ　等

産業復興会議、住宅復興会議、外国人県民復
興会議、保健医療福祉復興県民会議の開催等
により県民の意見を聴取

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

※【補完プログラム】
●推進方策（平成10年3月）
●後期5か年推進プログラム（平成12年11月）
●最終3か年推進プログラム（平成14年12月）

ＰＤＣＡサイクル
による進行管理

大
規
模
災
害
の
発
生

10
年
間
の
取
り
組
み
の
総
括
・
検
証

■阪神・淡路震災復興計画の概要
■策定時期　平成７年７月
■目標年次　平成17年
■計画額　　17兆円（実績 16兆3,000億円）
■基本目標と施策内容

■多核･ネットワーク型都市圏の形成
・被災地における人にやさしいまち
づくり
・被災地区の整備と連携した新しい
都市づくり
・陸・海・空にわたる多元・多重の
総合交通体系の整備
・都市基盤の早期復興
・防災拠点等の整備
・災害に強い都市と農山�
漁村の基盤整備

■�災害に強く、安心して暮らせる 
都市づくり
・地域防災基盤の整備
・防災施設の整備
・防災マネージメントの充実
・防災システムの充実
・地域防災力の向上
・調査研究体制等の強化

■21世紀に対応した福祉のまちづくり
・バリアフリーのまちづくりの推進
・良質な復興住宅の供給
・住民の安心とふれあいを支える拠点の整備
・人的ネットワークシステムの整備
・災害医療システムの整備

■世界に開かれた、文化豊かな
社会づくり
・地域の芸術文化活動の復興
・学校・文化財の復旧の支援
・まちなみ・景観の復興
・参画型生涯学習システムの
推進
・国際交流拠点の整備とプロ
グラム開発
・都市と農山漁村の提携

■既存産業が高度化し、次世代産業もた
くましく活動する社会づくり
・国内外へのアクセス整備と産業基盤
づくり
・国際経済文化機能ネットワークの形成
・既存産業の高度化
・新産業の創造・育成
・農林水産業の振興
・雇用の安定と地域産業を支える人材
の育成

文化

防災 産業

都市

福祉
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支
え
る

何
が
あ
っ
た
か

○
被
災
地
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
き
め
細

か
な
事
業
を
実
施

　

復
興
基
金
は
、
被
災
地
で
講
じ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
対
策
を
全
国
共
通
の
地

方
財
源
で
あ
る
地
方
交
付
税
を
活
用
し

て
設
置
さ
れ
た
も
の
で
、
個
人
資
産
の

形
成
に
つ
な
が
る
よ
う
な
従
来
の
行
政

で
は
措
置
で
き
な
い
部
分
に
ま
で
踏
み

込
ん
だ
事
業
を
実
施
し
た
。

　

当
初
28
事
業
で
ス
タ
ー
ト
し
た
基
金

事
業
は
、
被
災
地
の
要
望
に
応
じ
、
住

宅
・
産
業
・
生
活
・
教
育
等
の
分
野
に

わ
た
る
き
め
細
か
な
事
業
が
追
加
さ

れ
、
最
終
的
に
１
１
３
事
業
ま
で
拡
大

し
た
。

○
生
活
再
建
支
援
金
等
の
た
め
に
基
金

を
増
額

　

恒
久
住
宅
へ
の
移
行
後
の
生
活
再
建

を
支
援
す
る
た
め
、
低
所
得
者
を
対
象

に
個
人
に
現
金
支
給
を
行
う
生
活
再
建

支
援
金
が
平
成
９
年
４
月
に
創
設
さ
れ

る
な
ど
、
生
活
復
興
支
援
事
業
が
追
加

さ
れ
た
。
こ
れ
に
あ
わ
せ
て
、
そ
の
財

源
を
確
保
す
る
た
め
、
自
治
省
（
現
・

総
務
省
）
と
の
精
力
的
な
協
議
・
調
整

を
経
て
、
交
付
税
措
置
の
あ
る
基
金
の

運
用
財
産
が
３
０
０
０
億
円
増
額
さ
れ

た
。
同
年
12
月
に
は
、
中
高
年
世
帯
を

支
援
す
る
被
災
中
高
年
恒
久
住
宅
自
立

支
援
金
が
創
設
さ
れ
、
こ
の
２
つ
の
支

援
金
の
考
え
方
が
基
本
と
な
っ
て
、
10

年
の
被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
の
制
定

に
つ
な
が
っ
た
。
ま
た
、
法
の
附
帯
決

議
に
基
づ
き
、
復
興
基
金
に
よ
り
、
被

災
者
自
立
支
援
金
を
創
設
し
た
。

○
被
災
地
全
体
で
共
通
の
事
業
を
迅
速

か
つ
公
平
に
実
施

　

行
政
の
一
般
施
策
対
応
で
は
、
被
災

10
市
10
町
（
震
災
当
時
）
の
各
自
治
体

で
の
予
算
措
置
時
期
に
よ
る
ス
タ
ー
ト

の
ず
れ
や
、
支
援
対
象
者･

助
成
内
容

等
に
バ
ラ
ツ
キ
が
生
じ
る
な
ど
、
被
災

地
全
体
の
支
援
と
い
う
観
点
か
ら
十
分

な
公
正
さ
が
担
保
で
き
な
い
と
い
う
懸

念
が
あ
っ
た
。
し
か
し
、
復
興
基
金
の

意
思
決
定
機
関
は
財
団
理
事
会
で
あ

り
、
国
、
兵
庫
県
、
神
戸
市
等
の
被
災

市
町
と
調
整
の
う
え
、
被
災
地
全
体
で

共
通
の
事
業
が
迅
速
か
つ
公
平
に
実
施

さ
れ
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
大
規
模
災
害
か
ら
の
復
興
に
は
復
興

基
金
が
有
効

　

被
災
者
対
策
を
は
じ
め
災
害
復
旧
、

復
興
対
策
は
き
め
細
か
く
推
進
す
る
こ

と
が
大
切
で
あ
り
、
ま
た
臨
機
応
変
に

対
応
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

復
興
基
金
は
、
被
災
者
の
救
済
及
び

自
立
支
援
並
び
に
被
災
地
域
の
総
合
的

な
復
興
対
策
を
長
期
・
安
定
的
、
機
動

的
に
実
施
で
き
る
も
の
で
あ
り
、
大
規

模
災
害
か
ら
の
復
興
に
当
た
っ
て
は
、

復
興
基
金
の
設
置
が
有
効
で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
大
規
模
災
害
時
の
復
興
基
金
の
設
置

が
定
着

　

地
方
交
付
税
の
支
援
を
基
盤
と
す
る

復
興
基
金
は
、
平
成
３
年
の
雲
仙
・
普

賢
岳
噴
火
災
害
対
策
で
初
め
て
設
置
さ

れ
、
阪
神
・
淡
路
大
震
災
に
お
い
て
も
、

そ
の
有
効
性
が
再
確
認
さ
れ
た
。
以

降
、
大
規
模
災
害
時
に
復
興
基
金
が
設

置
さ
れ
る
ケ
ー
ス
が
増
え
、
新
潟
県
の

中
越
・
中
越
沖
地
震
、
石
川
県
の
能
登

半
島
地
震
に
お
い
て
も
設
置
さ
れ
た
。

　

し
か
し
、
自
治
体
の
判
断
で
設
置
す

る
こ
と
が
保
障
さ
れ
て
い
る
も
の
で
は

な
く
、
一
定
の
ル
ー
ル
が
定
ま
っ
て
い

な
い
中
で
の
復
興
基
金
の
設
置
に
は
、

国
と
の
協
議
が
不
可
欠
で
相
当
の
期
間

を
必
要
と
す
る
こ
と
か
ら
、
被
災
自
治

体
が
災
害
発
生
時
に
迅
速
な
対
応
が
で

き
る
よ
う
、
復
興
基
金
の
基
本
的
な
枠

組
み
が
制
度
化
さ
れ
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。

被災地ニーズへのきめ細かな対応で、被災地の復旧・復興を支える
　（財）阪神・淡路大震災復興基金は、震災から約２カ月半後の平成７年４月１日に設置された。基金規模は 9,000
億円（当初は 6,000 億円）。19年度決算までの累計ベースで、住宅・生活・産業・教育対策などに約 3,600 億円
の助成事業を行ってきた。復興基金制度は、早期復興のための各般の取り組みを補完し、被災地の総合的な対策
を被災地のニーズに沿って長期・安定的、機動的に進めることができるシステムであり、大規模災害時に被災地
主体の復興を支える財政システムとして有効である。

（９）被災地の主体的な復興を支える社会制度の整備

復興基金91
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助
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業
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コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
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ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
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（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

　基金は、金融機関の県・市に対する貸付債権（8,800億円）を譲り受け、
金融機関を経由して利子（4.5％、3％）を受け取り事業費に充てる。

金融機関（当初１４行）

県・神戸市（２：１）

復　　興　　基　　金事業費

利子支払額に対する
交付税措置
（対象分×95％）

①地方債
(8,800億円借入)

②無利子貸付
(8,800億円)

③貸付債権譲渡

③債権買取
(8,800億円支払)

④利子
(4.5％、3％)

⑤利子
(4.5％、3％)

⑥支出

①県・市が金融機関から年
利4.5％及び3％で8,800
億円を借り入れる。

②県・市が基金に全額無利
子で貸し付ける。

③基金は金融機関のもつ
県・市に対する貸付債権
(8,800億円)を買い取る。

④⑤県・市が金融機関に支
払う利息を全額基金が受
け取り、助成事業の資金
として活用する。
⑥基金は、金融機関からの
利息を財源とし、それを取り
崩しながら事業費に充て
る。

■運用財産の増額等経緯　　　　　　
時　期 内　　容 説　　　明

平成７年４月
・㈶阪神・淡路大震災復興基金設立
・基金規模6,000億円

・内訳（基本財産200億円、運用財産5,800億円）
・当初28事業でスタート

平成９年３月
・�運用財産の3,000億円増額�
（基金規模6,000億円→9,000億円）

・生活再建支援金の創設
・�生活復興資金貸付金の限度額引き上げ（100万円→300万
円）

平成10年５月
・�運用財産（3,000億円）の運用期間
の延長（５年→９年）

・被災者自立支援金の創設

平成13年２月
・�運用財産（5,800億円）の運用期間
の延長（10年→10年5.5ヵ月）

・�被災者自立支援金の創設時見込からの増分に対する財源
措置

■これまでの主な復興基金等の設置状況（平成20年11月現在）	 （単位：億円）

名　　　　　称
対象災害の被害状況

設置期間
基本
財産

運用財産
（利率:%）

事業費総額
（一部予定）

備　　　　　考死者・行方不明数
負傷者数  （人）

住家被害
（棟）

雲仙岳災害対策基金
44
12

1,399 平成３年９月
～平成14年８月

30 1,060
（6.3、5.5、3.0）

275 基金規模：
300億円→1,090億円

阪神・淡路大震災
復興基金

6,437
43,792

639,686 平成７年４月～ 200 8,800
（4.5、3.0）

3,550 基金規模：
6,000億円→9,000億円

新潟県中越大震災
復興基金

68
4,795

121,495 平成17年３月～ 50 3,000
（2）

600

能登半島地震復興基金 1 29,381 平成19年８月～ 0.3  500（1.5） 34
被災中小企業復興支援基金 338 平成19年７月～  300（ －） － 利率、事業費総額は非公表
新潟県中越沖地震復興基金 15 43,006 平成19年10月～ 30 1,200（1.5） 90
被災中小企業復興支援基金 2,316 平成19年10月～ 400（1.5） 30
 ※阪神・淡路大震災の事業費総額は平成19年度決算までの累計
 

■阪神・淡路大震災復興基金の資金フレーム ■資金等の流れ
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阪神・淡路大震災復興基金事業一覧表（平成１９年度末現在）

区　分 事業名 期　間 実績（千円）

住　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

宅

持ち家を建替・購入・修繕され
る方への支援

・被災者住宅購入支援事業補助
・被災者住宅再建支援事業補助
・県・市町単独住宅融資利子補給
・大規模住宅補修利子補給
・隣地買増し宅地規模拡大支援利子補給
・定期借地権方式による住宅再建支援事業補助

平成7年～平成21年
平成7年～平成21年
平成7年～平成16年
平成8年～平成11年
平成9年～平成16年
平成8年～平成16年

42,466,184

高齢者で持ち家を建替・購入・
修繕される方への支援

・高齢者住宅再建支援事業補助
・高齢者特別融資（不動産活用型）利子補給

平成9年～平成21年
平成8年～平成16年

4,866,874

被災マンションを建替・修繕
される方への支援

・被災マンション建替支援利子補給
・被災マンション共用部分補修支援利子補給

平成7年～平成21年
平成7年～平成11年

4,926,414

共同化・協調化を希望される
方への支援

・民間住宅共同化支援利子補給
・小規模共同建替等事業補助

平成7年～平成12年
平成9年～平成16年

3,829,478

賃貸住宅を再建・建設される
方への支援

・災害復興準公営住宅建設支援事業補助
・特定借上・特定目的借上公共賃貸住宅建設支援事業補助
・被災者向けファミリー賃貸住宅建設促進利子補給
・学生寄宿舎建設促進利子補給
・被災者向けコレクティブ・ハウジング等建設事業補助

平成7年～平成11年
平成8年～平成11年
平成7年～平成11年
平成7年～平成9年
平成9年～平成16年

7,867,342

宅地防災工事を実施される方
への支援 

・宅地防災工事融資利子補給
・被災宅地二次災害防止対策事業補助
・被災宅地二次災害防止緊急助成

平成7年～平成11年
平成7年～平成11年
平成10年～平成11年

458,180

二重（ダブル）ローン負担を軽
くしたい方への支援

・住宅債務償還特別対策 平成7年～平成21年 1,596,771

住宅再建等についての相談、
まちづくりの支援等 

・総合住宅相談所設置運営事業補助
・ひょうご輸入住宅総合センター設置運営事業補助
・復興まちづくり支援事業補助
・復興土地区画整理事業等融資利子補給
・景観ルネサンス・まちなみ保全事業補助

平成7年～平成16年
平成7年～平成10年
平成7年～平成21年
平成9年～平成21年
平成9年～平成13年

3,809,463

民間賃貸住宅等へ入居されて
いる方への支援

・民間賃貸住宅家賃負担軽減事業 平成8年～平成12年 39,319,463

仮設住宅から移転される方へ
の支援 

・生活福祉資金貸付金利子補給
・災害公営住宅入居予定者事前交流事業補助
・公営住宅入居待機者支援事業補助
・持家再建待機者等支援事業補助
・公営住宅特別交換（暫定入居）支援事業補助
・災害復興グループハウス整備事業補助

平成8年～平成11年
平成9年～平成12年
平成10年～平成11年
平成10年～平成11年
平成10年～平成11年
平成10年～平成11年

1,537,651

小　　　　　　　計　　　　　　　　（33事業） 110,677,820

生　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

活

被災者の自立のための資金支
援 

・被災者自立支援金
・生活復興資金貸付利子補給等
・災害復興公営住宅等空家入居者支援事業

平成9年～平成16年
平成8年～平成11年
平成9年～平成16年

150,299,517

健康に不安のある方への支援

・コミュニティプラザ等医療相談事業補助
・アルコールリハビリテーション事業補助
・「こころのケアセンター」運営事業補助
・健康アドバイザー設置事業補助
・健康づくり支援事業補助
・医療情報ネットワーク整備事業補助

平成9年～平成21年
平成9年～平成14年
平成7年～平成12年
平成9年～平成11年
平成9年～平成10年
平成9年

2,181,929

被災者の方への相談・情報提
供事業等への支援

・高齢世帯生活援助員設置事業等補助
・生活支援マネジメントシステム事業補助
・「生活復興県民ネット」設置運営事業等補助
・いきいきライフサポート事業補助

平成9年～平成21年
平成9年～平成16年
平成8年～平成16年
平成9年～平成11年

5,100,127

被災者の方へ就労やいきがいづく
りの場を提供する事業への支援

・被災地求職者企業委託特別訓練等事業補助
・いきがい「しごと」づくり事業補助

平成9年～平成12年
平成9年～平成16年

432,783

ボランティア活動に対する支
援

・災害復興ボランティア活動補助
・元気アップ自立活動補助

平成7年～平成21年
平成7年～平成11年

1,916,114

地域のコミュニティ拠点等に
対する支援

・被災地域コミュニティプラザ設置運営事業補助
・地域集会所再建費補助
・復興地域コミュニティ拠点設置事業補助
・フェニックス・ステーション設置運営事業補助
・ふれあいセンター設置運営事業補助
・応急仮設住宅共同施設維持管理費補助
・仮設住宅地スポーツ遊具等設置事業補助

平成7年～平成16年
平成7年～平成10年
平成8年～平成11年
平成7年～平成11年
平成7年～平成10年
平成7年～平成11年
平成8年

18,668,971
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

区　分 事業名 期　間 実績（千円）

生　
　

活 

私道復旧等に対する支援 
・私道災害復旧費補助
・民間防犯灯復旧費補助
・住宅再建型宅地整備事業補助

平成7年～平成12年
平成7年～平成12年
平成8年～平成12年

1,225,626

消費生活協同組合等への支援 
・消費生活協同組合貸付金利子補給
・医療関係施設復興融資利子補給
・小規模共同作業所復旧事業費補助

平成8年～平成10年
平成7年～平成11年
平成7年～平成9年

210,851

被災外国人県民に対する支援
・外国人県民救急医療費損失特別補助
・被災外国人県民支援活動補助

平成7年
平成8年

10,192

小　　　　　　　計　　　　　　　　（32事業） 180,046,110

産　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

業

災害復旧資金の借入者に対す
る支援

・政府系中小企業金融機関災害復旧資金利子補給
・環境事業団融資利子補給
・緊急災害復旧資金利子補給
・国民生活金融金庫（生活衛生資金貸付）災害貸付金利子補給
・農林漁業関係制度資金利子補給
・港湾運送事業者等復興支援利子補給
・民有海岸保全施設復旧融資利子補給

平成7年～平成16年
平成7年～平成11年
平成7年
平成7年～平成16年
平成7年～平成11年
平成7年～平成10年
平成7年～平成11年

36,083,143

事業再開等支援資金等の借入
金に対する支援

・事業再開者・新規開業者支援資金利子補給
・本格復興促進支援利子補給

平成9年～平成16年
平成9年～平成21年

726,144

被災商店街等の復興への取り
組みに対する支援

・商店街・小売市場復興イベント開催支援事業
・震災復興高度化事業促進助成事業
・商店街・小売市場の共同施設建設費助成事業
・被災商店街コミュニティ形成支援事業補助
・被災商店街空き店舗等活用支援事業
・共同店舗実地研修支援事業
・店舗共同化促進利子補給事業
・商店街・小売市場共同仮設店舗緊急対策事業
・被災商店街復興支援事業
・小規模事業者事業再開支援事業補助

平成9年～平成21年
平成9年～平成13年
平成9年～平成21年
平成9年～平成16年
平成10年～平成16年
平成10年～平成16年
平成9年～平成13年
平成7年～平成8年
平成9年
平成10年～平成21年

1,260,658

地域産業等の復興への取り組
みに対する支援

・小規規模製造企業復興推進事業補助
・地域産業活性化支援事業補助
・路線バス災害復旧費補助

平成9年～平成16年
平成7年～平成16年
平成7年～平成8年

1,558,935

観光の復興への取り組みに対
する支援

・テレビＣＭ放映事業補助
・会議、大会等誘致奨励金交付事業補助
・観光復興リレーイベント開催事業補助
・観光対策推進事業補助

平成7年～平成8年
平成7年～平成8年
平成7年～平成8年
平成8年～平成9年

590,485 

被災者を雇用した事業者等へ
の支援

・被災者雇用奨励金
・雇用維持奨励金
・被災者就業支援事業［被災地しごと開発事業補助］

平成7年～平成11年
平成7年～平成10年
平成9年～平成16年

11,397,375

新規成長事業者等への支援

・新産業構造拠点地区形成促進助成金交付事業（特別会計事業）
・新産業構造拠点地区進出企業賃料補助（一般会計事業）
・新産業構造拠点地区中核的施設建設費補助・利子補給
・産業復興ベンチャーキャピタル制度

平成9年～平成16年
平成9年～平成16年
平成9年～平成16年
平成7年～平成16年

3,067,247

小　　　　　　　計　　　　　　　　（33事業） 54,683,987

教　
　
　

育

私立学校の復興に対する支援

・私立学校復興支援利子補給
・私立学校仮設校舎事業補助
・私立専修学校・外国人学校施設等災害復旧費補助
・私立専修学校・外国人学校教育活動復旧費補助
・私立専修学校・外国人学校授業料等軽減補助

平成7年～平成13年
平成7年～平成9年
平成7年～平成8年
平成7年
平成7年

1,269,326

文化財等の復興に対する支援 
・文化財修理費助成事業補助
・歴史的建造物等修理費補助

平成7年～平成16年
平成7年～平成16年

1,640,063

私立博物館等の復興に対する
支援 

・私立登録博物館修理費補助
・私立博物館類似施設修理費補助
・私立博物館相当施設修理費補助

平成7年～平成11年
平成7年～平成10年
平成7年

341,278

芸術文化活動に対する支援 ・被災地芸術文化活動補助 平成8年～平成16年 384,213

小　　　　　　　計　　　　　　　　（11事業） 3,634,880

その他・自主事業（４事業）

・震災周年追悼・記念行事関連復興事業補助
・追悼行事関連文化復興事業補助
・被災者自立復興支援事業
・震災復興広報強化事業

平成8年～平成17
平成7
平成8年～平成14
平成8年～平成17

5,950,272

合　　　　　　　　計　　　　　　　（113事業） 354,993,069
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支
え
る

何
が
あ
っ
た
か

○
震
災
は
経
済
の
長
期
停
滞
期
に
発
生

　

震
災
は
、
バ
ブ
ル
経
済
崩
壊
の
影
響
を

引
き
ず
っ
た
経
済
の
長
期
停
滞
期
に
発
生

し
た
。

　

兵
庫
県
内
の
被
災
自
治
体
の
財
政
は
、

歳
出
面
で
は
震
災
関
連
経
費
の
新
規
発
生
、

歳
入
面
で
は
震
災
に
よ
る
減
収
と
景
気
後

退
に
よ
る
減
収
と
い
う
局
面
に
陥
っ
た
。

○
激
甚
法
の
適
用
が
危
ぶ
ま
れ
た

　

激
甚
法
※１
に
よ
る
支
援
は
、
復
旧
事
業

費
の
一
定
額
以
上
の
自
治
体
負
担
が
必
要

と
な
る
が
、
適
用
要
件
が
法
制
定
時
（
昭

和
37
年
）
の
ま
ま
据
え
置
か
れ
て
い
た
た

め
、
そ
の
適
用
が
危
ぶ
ま
れ
た
。

　

し
か
し
、
特
別
財
政
援
助
法
※２
の
制
定

に
よ
り
激
甚
法
の
適
用
基
準
が
緩
和
さ

れ
、
復
旧
経
費
に
国
の
手
厚
い
支
援
が
受

け
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

※１　

激
甚
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
特
別

の
財
政
援
助
等
に
関
す
る
法
律

※２　

阪
神
・
淡
路
大
震
災
に
対
処
す
る
た

め
の
特
別
の
財
政
援
助
及
び
助
成
に
関

す
る
法
律

○
災
害
救
助
・
復
旧
事
業
費
等
へ
の
財

政
支
援
が
拡
充
さ
れ
た

　

国
は
多
大
な
災
害
救
助
・
復
旧
事
業

費
に
対
応
す
る
た
め
、
国
庫
の
補
助
率

ア
ッ
プ
や
補
助
対
象
の
拡
大
な
ど
、
各

種
の
特
例
措
置
を
講
じ
た
。

　

し
か
し
、
復
興
事
業
費
に
つ
い
て
の

特
例
措
置
は
講
じ
な
か
っ
た
。

○
復
興
事
業
費
は
国
の
経
済
対
策
で
対
応

　

震
災
前
後
の
数
年
間
は
、
国
に
お
い
て

経
済
対
策
の
た
め
の
補
正
予
算
が
数
次
に

わ
た
っ
て
編
成
さ
れ
た
。
そ
の
中
で
公
共

事
業
関
係
の
復
興
事
業
は
、
国
庫
補
助
金

と
地
方
債
（
補
正
予
算
債
・
充
当
率
１
０

０
％
）
で
措
置
さ
れ
、
元
利
償
還
金
の
一

定
割
合
が
交
付
税
で
支
援
さ
れ
た
。

○
復
旧
・
復
興
事
業
費
が
自
治
体
財
政
を
圧
迫

　

復
旧
・
復
興
事
業
費
は
、
復
興
計
画

10
年
間
で
16
兆
３
０
０
０
億
円
に
上
っ

た
。
国
は
、
多
大
な
財
政
支
援
を
行
っ

た
が
、
県
や
被
災
市
町
も
そ
の
負
担
分

を
賄
う
た
め
、
多
額
の
地
方
債
の
発
行

を
余
儀
な
く
さ
れ
、
震
災
後
の
自
治
体

財
政
を
圧
迫
す
る
要
因
と
な
っ
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
大
規
模
な
自
然
災
害
に
備
え
た
財
政

支
援
の
一
般
制
度
化
が
必
要

　

震
災
で
の
災
害
救
助
・
復
旧
事
業
費

へ
の
財
政
支
援
措
置
の
多
く
は
臨
時
措

置
で
あ
り
、
恒
久
的
な
仕
組
み
と
は
な

ら
な
か
っ
た
。
そ
の
た
め
、
次
な
る
大

規
模
災
害
に
備
え
、
臨
時
措
置
と
し
て

講
じ
ら
れ
た
数
々
の
財
政
支
援
措
置
の

一
般
制
度
化
が
求
め
ら
れ
る
。

　

ま
た
、
復
興
事
業
に
対
す
る
支
援
措

置
は
構
築
さ
れ
て
お
ら
ず
、
ど
こ
ま
で

財
政
支
援
措
置
を
認
め
る
の
か
、
対
象

事
業
の
範
囲
の
決
め
方
な
ど
を
含
め
た

検
討
が
必
要
で
あ
る
。

○
被
災
自
治
体
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
包

括
的
な
財
源
確
保
の
仕
組
み
が
必
要

　

震
災
復
興
で
は
、
全
国
統
一
基
準
に

よ
る
平
常
時
の
支
援
措
置
へ
の
上
乗
せ

（
金
額
や
数
量
を
加
え
る
）、
横
だ
し

（
対
象
領
域
を
広
げ
る
）
等
の
措
置
だ

け
で
は
、
被
災
地
特
有
の
ニ
ー
ズ
に
的

確
に
対
応
す
る
こ
と
は
難
し
い
。

　

使
い
道
の
決
ま
っ
た
補
助
金
で
は
な

く
、
被
災
自
治
体
の
ニ
ー
ズ
に
マ
ッ
チ

し
、
自
治
体
の
裁
量
で
執
行
で
き
る
包

括
的
な
財
源
を
確
保
す
る
仕
組
み
の
構

築
が
必
要
で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
次
な
る
災
害
に
備
え
た
財
政
支
援
シ

ス
テ
ム
の
構
築
を

　

震
災
以
降
、
大
規
模
災
害
が
多
発
し
て

い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
復
興
に
取
り
組

む
被
災
自
治
体
を
財
政
的
に
支
え
る
シ
ス

テ
ム
の
構
築
は
今
も
重
要
な
課
題
で
あ
る
。

　

と
り
わ
け
、震
災
か
ら
の
復
興
に
当
た
っ

て
は
、
被
災
地
が
目
指
す
地
域
の
将
来
像

の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
が
不
可
欠
で

あ
る
。
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
復
興
対
策

は
、
地
方
分
権
を
推
進
す
る
上
で
も
欠
か

す
こ
と
が
で
き
な
い
。

　

被
災
自
治
体
が
後
に
な
っ
て
負
担
に
苦

し
ま
な
い
よ
う
に
、
震
災
復
興
を
地
方
共

通
の
重
要
な
課
題
と
位
置
付
け
、
国
と
地

方
が
連
携
し
た
財
政
支
援
シ
ス
テ
ム
の
構

築
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

財政的に保障する枠組みが、被災地主体の復旧・
復興を支える
　震災後の災害救助・復旧事業費等の多大な負担に対応するため、国は各種の臨時財政支援措
置を講じた。しかし、復興事業には、特別の財政支援措置はなく、経済対策のための補正予算
で財源が確保された。復興計画に基づく復旧・復興事業費は 16兆 3,000 億円に上り、この費
用を賄うため、兵庫県や被災市町は、地方債の増発等を余儀なくされ、財政が圧迫された。次
なる大規模災害に備え、被災地主体の復興を財政的に保障する枠組みの確立が求められている。

（９）被災地の主体的な復興を支える社会制度の整備

復興財政92



207

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

■阪神・淡路大震災の復旧・復興事業費	 （単位：億円）

分　　　　　　　　　野 国 県 市町 復興基金 その他 合計
1	21世紀に対応した福祉のまちづくり
　（保健、医療、福祉、住宅対策　等）

9,400 4,410 3,240 2,710 8,590 28,350 

2	世界に開かれた、文化豊かな社会づくり
　（芸術文化、教育、文化財、まちなみ・景観　等）

1,350 1,090 960 190 110 3,700 

3	�既存産業が高度化し、次世代産業もたくましく活
動する社会づくり
　（中小企業対策、金融支援、新産業創造、雇用 等）

9,940 6,040 2,690 540 10,290 29,500 

4	災害に強く、安心して暮らせる都市づくり
　（防災拠点、防火施設、防火システム、耐震化　等）

1,200 710 1,170 30 40 3,150 

5	多核・ネットワーク型都市圏の形成
　（市街地整備、まちづくり、都市インフラ　等）

39,090 10,710 20,990 30 27,480 98,300 

合　　　　　　　　　計 60,980 22,960 29,050 3,500 46,510 163,000 
※その他の内訳：国関係団体（22,600）、県・市町関係団体（7,680）、民間事業者等（16,230）
※復旧・復興事業費：阪神・淡路大震災復興計画の実績（一部推計）

■阪神・淡路大震災での被災自治体への主な財政支援措置

■兵庫県・被災10市10町の震災後の地方債の発行状況

特別財政援助法による国庫補助の特例
●激甚法による支援適用要件の緩和
　・�特別財政援助法により、激甚法による支援の適用要件である災害復旧事業費（地方負担
ベース）の標準税収入に占める割合が引き下げられた（100分の20→100分の10）｡�
※平成12年の激甚法施行令の改正により、この基準は恒久的に引き下げられた。

●財政援助支援対象事業の拡大と国庫補助率の嵩上げ
　・�財政援助の対象事業に公園、街路、上水道、廃棄物処理施設、環境衛生施設等の復旧事業
費が追加された。

　・国庫補助率が大幅に引き上げられた。（例：公園、街路の補助率1/2→8/10）

●地方債許可の特例（対象事業の拡大）
　・�民間鉄道や庁舎などの公共用施設の復旧、がれき処理経費等の地方負担額に単独災害
復旧事業債（交付税措置のある地方債）を新たに認めるなど、交付税措置のある地方債
の対象事業が拡大された。

●地方交付税による支援の拡大
　・�被災自治体の負担軽減のため、地方交付税の措置率が引き上げられた。（例：災害対策債
（災害救助費の地方負担分に充当）の元利償還金の交付税措置57％→95％）
　・特別交付税が増額された。（平成６年度：特別交付税の総額を300億円増額）

地方財政措置の拡充

■県・市町の地方債発行額（平成６～16年度（11年間））（普通会計ベース）
区　分 発行総額（11年間）　A 通常年発行額　 B A/11/B
県 ４兆 983億円 1,052億円 3.5倍/年

被災市町 ３兆2,615億円 1,231億円 2.4倍/年
※通常年発行額：震災前10年（昭和59～平成5年度）の１年度当たり平均発行額

■被災自治体支援のための地方債の償還期間の延長等
　震災後の復興計画の実施期間には、県は年平均で通常年の３．５倍の地方債を発行した。
　被災自治体の公債費負担の標準化等による財政負担の軽減のため、平成13年５月、新発債について、償還期間の
延長（15～20年→30年 等）や、充当率100％までの引き上げ措置がなされた。しかし、発行割合の高い既発債につ
いては、延長等はなされていない。
※既発債：平成11年度以前の震災関連地方債、新発債：平成12年度以降の震災関連地方債
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え
る

（９）被災地の主体的な復興を支える社会制度の整備

復興法制93
次なる災害に備え、復興の法的枠組みの整備を
　復旧・復興過程では、災害救助法※１などの規定により、具体の対策
を実施するに当たって国との協議に多くの時間が費やされた。このため、
必ずしも被災地の実情に沿った迅速・円滑な対応ができなかった。次な
る大規模災害に備え、被災地主体の復興を支える法的枠組みを整備する
必要がある。

何
が
あ
っ
た
か

○
国
と
の
協
議
に
多
く
の
時
間
を
費
や

し
た

　

災
害
救
助
法
を
運
用
す
る
に
当
た

り
、
避
難
所
を
は
じ
め
、
多
く
の
救
助

活
動
に
か
か
わ
る
期
間
延
長
や
単
価
の

引
き
上
げ
、
応
急
仮
設
住
宅
の
規
格
・

設
備
、
賃
貸
住
宅
の
借
り
上
げ
な
ど
厚

生
省
（
現
・
厚
生
労
働
省
）
が
定
め
る

基
準
（
一
般
基
準
）
を
超
え
た
事
態
も

多
数
発
生
し
、
国
と
の
協
議
に
多
く
の

時
間
を
費
や
す
必
要
が
あ
っ
た
。

○
立
法
措
置
は
必
要
最
小
限
に
と
ど
め

ら
れ
た

　

復
旧
・
復
興
を
支
え
る
立
法
措
置
は

必
要
最
小
限
に
と
ど
め
ら
れ
、
既
存
の

法
令
で
対
応
で
き
る
も
の
は
、
そ
の
弾

力
的
運
用
を
図
る
こ
と
が
優
先
さ
れ

た
。
震
災
直
後
、
16
本
の
特
別
立
法
が

制
定
さ
れ
た
が
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
被

災
地
域
に
限
ら
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。

○
復
興
に
関
す
る
制
度
的
保
障
が
な

か
っ
た

　
「
復
興｣ 

と
い
う
言
葉
は
災
害
対
策

基
本
法
の
一
箇
条
に
登
場
す
る
の
み

で
、
復
興
に
関
す
る
規
定
は
ほ
と
ん
ど

な
く
、
復
興
の
定
義
も
明
確
で
は
な

か
っ
た
。
こ
の
た
め
、
復
興
に
関
す
る

制
度
的
な
保
障
は
な
か
っ
た
。

※１　

国
が
地
方
公
共
団
体
、
日
本
赤
十
字

社
等
の
団
体
お
よ
び
国
民
の
協
力
の
下

に
、
災
害
直
後
の
応
急
的
な
救
助
を
行

う
こ
と
な
ど
を
定
め
た
法
律
。

学
ん
だ
こ
と

○
迅
速
・
円
滑
な
対
応
が
で
き
る
措
置

が
重
要

　

大
規
模
災
害
に
お
い
て
は
、
災
害
救

助
法
の
一
般
基
準
で
は
実
施
し
が
た
い

事
態
が
数
多
く
出
て
く
る
。
こ
の
た

め
、
災
害
や
地
域
の
実
情
に
沿
っ
た
弾

力
的
な
措
置
が
、
迅
速
に
と
れ
る
よ
う

に
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
特
例
措
置
の
制
度
化
が
必
要

　

大
規
模
災
害
が
発
生
し
て
か
ら
特
例

的
な
措
置
を
講
ず
る
の
で
は
、
対
応
が

場
当
た
り
的
に
な
っ
た
り
、
対
応
の
遅

れ
や
誤
り
に
も
つ
な
が
り
か
ね
な
い
。

復
興
基
金
の
設
置
や
損
壊
家
屋
等
の
公

費
解
体
な
ど
震
災
時
に
と
ら
れ
た
特
例

措
置
は
、
今
後
の
大
規
模
災
害
に
備
え

て
、
あ
ら
か
じ
め
法
律
な
ど
で
制
度
化

す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
復
興
を
支
え
る
法
的
枠
組
み
の
整
備

が
必
要

　

円
滑
な
復
興
を
実
現
す
る
た
め
に

は
、「
復
興
」
の
定
義
を
明
確
化
し
、

復
興
の
主
体
、
国
と
地
方
と
の
責
任
分

担
、
支
援
の
内
容
、
財
源
手
当
等
、
復

興
を
支
え
る
法
的
枠
組
み
を
整
備
す
る

こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
復
興
に
か
か
わ
る
法
整
備
な
ど
が
進
む

　

震
災
以
降
に
発
生
し
た
自
然
災
害
で

の
運
用
実
績
の
積
み
重
ね
も
あ
り
、
災

害
救
助
法
の
弾
力
的
運
用
が
な
さ
れ
て

い
る
が
、
今
後
、
さ
ら
な
る
充
実
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

　

復
興
に
関
連
す
る
法
律
と
し
て
は
、

被
災
市
街
地
復
興
特
別
措
置
法
（
平
成

７
年
）、
被
災
者
に
支
援
金
を
給
付
す

る
被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
（
10
年
）、

震
災
時
の
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
え
の
特
例

を
定
め
た
特
別
措
置
法
の
考
え
方
を
区

分
所
有
法
改
正
や
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
え

円
滑
化
法
に
反
映
（
14
年
）
さ
せ
る
な

ど
震
災
の
経
験
を
踏
ま
え
、
個
々
に
は

法
整
備
が
進
み
つ
つ
あ
る
。

○
復
興
の
あ
り
方
に
関
す
る
議
論
が
始
ま
る

　

地
方
分
権
の
流
れ
に
沿
っ
て
、
自
然

災
害
か
ら
の
復
興
に
お
い
て
も
、
被
災

地
が
主
体
と
な
っ
た
復
興
の
必
要
性
が

全
国
的
に
認
識
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ

た
。
平
成
20
年
１
月
に
は
、
災
害
・
防

災
の
専
門
家
な
ど
が
集
ま
り
、
日
本
災

害
復
興
学
会
が
発
足
し
た
。
震
災
以
後

の
各
地
で
の
取
り
組
み
を
踏
ま
え
、
復

興
の
あ
り
方
に
関
す
る
議
論
が
始
ま
っ

て
お
り
、
復
興
に
か
か
わ
る
法
制
度
の

総
合
的
な
検
討
が
進
む
こ
と
が
望
ま
れ

て
い
る
。
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

■災害からの復旧・復興に関する法整備について

項目 復旧に関する主な法律 復興に関する主な法律阪神・淡路大震災のための特別措置法
災　

害　

対　

応

基本
法制

○災害対策基本法
○大規模地震対策特別措置法

体制
整備 ○阪神・淡路大震災復興の基本方針及び組織に関する法律
財政
支援

○激甚災害法　○災害救助法
○�阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律
○�阪神・淡路大震災に対処するための平成６年度における公債の発行の特例等
に関する法律
○平成６年度分の地方交付税の総額の特例等に関する法律

応急
対策

○消防法　○水防法　○災害救助法

被災
施設
復旧

○公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法
○公立学校施設災害復旧事業費国庫負担法
○農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助暫定措置法

災害予防 ○河川法　○砂防法　○地すべり等防止法　○地震防災対策特別措置法
○耐震改修促進法　○密集市街地防災街区整備促進法

生　

活　

関　

連

生活
再建

○災害弔慰金法 ○�被災者生活再建支援法
　（基礎支援金）

税の
減免 ○地方税法の一部を改正する法律（雑損控除適用対象の特例）

○�災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律の一部を改正する
法律
○阪神・淡路大震災の被害者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律
○�阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の
一部を改正する法律
○地方税法の一部を改正する法律（固定資産税・不動産取得税の特例）

各種
申請

○特性非常災害被害者権利利益保全等特別措置法（各種申請関連）
○阪神・淡路大震災に伴う許可等の有効期間の延長等に関する緊急措置法

ま　ち
づくり

○�被災市街地復興特別措
置法○被災市街地復興特別措置法

住宅
再建

○地震保険法 ○マンション建替え円滑化法
○区分所有法　
○�被災者生活再建支援法
（加算支援金）

○被災区分所有建物再建等特別措置法

雇用
○�阪神・淡路大震災を受けた地域における被災失業者の公共事業への就労促進
に関する特別措置法

裁判
関係

○特性非常災害被害者権利利益保全等特別措置法（調停・破産宣告関連）
○�阪神・淡路大震災に伴う民事調停法による調停の申し立ての手数料の特例に
関する法律
○�阪神・淡路大震災に伴う法人の破産宣告及び会社の最低資本金の制限の特例
に関する法律

選挙
○�阪神・淡路大震災に伴う地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨
時特例に関する法律

※一つの法律の中に、幾つかの性格（基本法と財政支援など）を持つものは、当該法の代表的な性格で整理
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支
え
る

（９）被災地の主体的な復興を支える社会制度の整備

災害救助法94
法の弾力的な運用と他の被災者支援制度との連携で、
被災者の多様なニーズに応える
　震災では、被災者の生活支援策の中心となる災害救助法（以下、「法」）の運用に関するさまざま
な課題が明らかになった。この教訓を生かし、新潟県中越地震などその後の災害では、被災者の多
様なニーズに迅速に対応できるようになってきた。しかし、法制定から 60年以上が経過し、被災
者生活再建支援法の制定などにより、被災者支援のあり方があらためて問題となっている中、より
現実に即した弾力的な法の運用や被災者の視点に立った支援制度全体の見直しが求められている。

何
が
あ
っ
た
か

○
現
物
給
付
主
義
、
個
人
補
償
の
壁
が

厚
か
っ
た

　

政
府
は
、
法
律
上
現
金
給
付
が
可
能

で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
現
物
給
付

主
義
の
方
針
で
、
現
金
給
付
、
個
人
補

償
を
認
め
な
か
っ
た
。

　

震
災
当
時
、
被
災
自
治
体
か
ら
食
事

を
配
給
す
る
代
わ
り
に
地
元
の
食
堂
や

レ
ス
ト
ラ
ン
で
食
事
が
で
き
る
切
符
制

の
導
入
が
厚
生
省
（
現
・
厚
生
労
働
省
）

に
打
診
さ
れ
た
が
、
現
物
給
付
の
原
則

に
反
す
る
こ
と
や
、
切
符
が
貨
幣
価
値

を
持
つ
こ
と
の
懸
念
か
ら
実
現
し
な

か
っ
た
。

○
国
と
の
協
議
に
多
く
の
時
間
を
費
や

し
た

　

法
の
運
用
に
当
た
り
、
避
難
所
な
ど
で

の
救
助
活
動
に
つ
い
て
、
期
間
延
長
や
単

価
の
引
き
上
げ
が
必
要
で
あ
っ
た
ほ
か
、

多
様
な
被
災
者
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め

に
、
応
急
仮
設
住
宅
の
規
格
・
設
備
等
で

一
般
基
準
を
超
え
た
対
応
も
必
要
と
な
っ

た
。
そ
し
て
、
そ
れ
ら
を
実
現
す
る
た
め

に
は
国
の
同
意
が
必
要
で
あ
り
、
協
議
に

多
く
の
時
間
を
要
し
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
現
金
支
給
や
個
人
補
償
の
検
討
が
必
要

　

既
に
被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
で

は
、
被
災
者
の
生
活
再
建
だ
け
で
な

く
、
住
宅
再
建
に
も
活
用
で
き
る
支
援

金
制
度
が
整
備
さ
れ
て
い
る
。
被
災
者

の
実
情
に
応
じ
た
救
助
や
被
災
地
の
復

興
の
促
進
と
い
う
観
点
か
ら
も
、
現
金

支
給
や
個
人
補
償
な
ど
に
つ
い
て
検
討

す
る
必
要
が
あ
る
。

○
迅
速
・
円
滑
な
対
応
が
で
き
る
措
置

が
不
可
欠

　

大
規
模
な
災
害
が
発
生
し
、
法
が
予

定
し
て
い
る
一
般
基
準
で
は
被
災
者
の

救
助
を
十
分
に
行
う
こ
と
が
困
難
な
場

合
に
は
、
弾
力
的
な
運
用
で
速
や
か
に

特
別
基
準
が
設
定
さ
れ
る
こ
と
が
必
要

で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
改
善
が
進
む
も
さ
ら
な
る
弾
力
化
が

課
題

　

平
成
12
年
４
月
の
地
方
分
権
一
括
法

の
施
行
に
伴
い
、
知
事
の
権
限
で
あ
る

法
の
適
用
に
当
た
っ
て
は
、
大
臣
協
議

が
不
要
と
な
っ
た
。
ま
た
、
そ
の
後
の

災
害
で
の
実
例
が
参
考
と
な
り
、
福
祉

避
難
所
の
設
置
な
ど
国
と
の
協
議
も
円

滑
に
進
む
よ
う
に
な
っ
た
。
し
か
し
、

被
災
者
の
実
情
に
即
し
た
生
活
再
建
支

援
を
行
う
た
め
に
は
、
知
事
の
裁
量
権

の
拡
大
や
協
議
不
要
の
事
項
を
増
や
す

な
ど
、
よ
り
一
層
の
改
善
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

○
被
災
者
の
視
点
に
立
っ
た
法
制
度
の

見
直
し
を

　

現
行
の
支
援
制
度
で
は
、
災
害
救
助

法
は
現
物
給
付
主
義
の
方
針
で
あ
る

が
、
被
災
者
生
活
支
援
法
で
は
生
活
再

建
の
た
め
の
現
金
給
付
が
可
能
と
な
っ

た
。
ま
た
、
半
壊
認
定
に
お
い
て
は
、

法
律
に
よ
っ
て
国
か
ら
の
支
援
内
容
が

異
な
る
場
合
が
あ
る
。
こ
の
た
め
、
被

災
者
ニ
ー
ズ
の
実
態
も
踏
ま
え
、
災
害

援
護
資
金
貸
付
金
の
あ
り
方
も
含
め
、

被
災
者
支
援
に
関
す
る
法
制
度
の
総
合

的
な
見
直
し
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

■災害救助法による応急救助の実施概念図■災害救助法による応急救助の実施概念図

日本赤十字社（都道府県支部）
協定

国 

（
厚 

生 

労 

働 

省
）

地
方
厚
生
局

被害情報の提供

職員の派遣

実施状況の情報提供

技術的な助言・勧告

応援の指示・
派遣調整

委託

被
災
都
道
府
県

災害対策本部

災害救助法の適用
災害救助
担当部局

応援要請

他都道府県

被害状況の
情報提供等

救助・権限の
委任・通知

応援職員の派遣

応援の指示・
派遣調整

応援職員の派遣

救護班の派遣

応急救助の実施（県直接実施）

被
災
市
町
村

災害対策本部
災害救助
担当部局

要請 応援協定

他市町村

応急救助の実施
（委任による実施）

地
域
住
民

被
　
　
　

災
　
　
　

住
　
　
　

民

■災害救助法に定める救助の種類
　災害救助法による救助の程度、方法及び期間については、厚生労働省が定める災害救助基準（一般基準）に基づいて運
用されている。この基準では適切な救助が困難な場合、厚生労働省との協議で同意（特別基準）が必要となる。

法23条第１項等において
規定する救助の種類

災害救助基準（一般基準）
救助の種類 同基準に定める主な内容

①�収容施設（応急仮設住宅
を含む）の供与

避難所の設置 避難所設置費、福祉避難所を設置した場合は実費加算
応急仮設住宅の供与 応急仮設住宅、集会等利用施設、福祉仮設住宅の設置

②�炊出しその他による食品
の給与及び飲料水の供給

炊き出しその他によ
る食品の給与

避難所に収容された者、全半壊（焼）、流出、床上浸水で
炊事ができない者への給与

飲料水の供給 現に飲料水を得ることができない者への給与
③�被服、寝具その他生活必
需品の給与又は貸与

同左 全半壊（焼）、流出、床上浸水等により、生活上必要な被
服、寝具等生活必需品を喪失するなど、直ちに日常生活
を営むことが困難な者への給与（現物給付に限る）

④医療及び助産 医療 応急的処置
助産 災害発生の日前後７日以内に分べんした者への処置

⑤災害にかかった者の救出 同左 現に生命、身体が危険な状態にある者や生死不明な状態にある者の救出
⑥災害にかかった住宅の応急修理 同左 住家が半壊（焼）し、自らの資力により応急修理できない者※1
⑦�生業に必要な資金、器具
又は資料の給与又は貸与

（規定なし） 災害援護資金貸付、生活福祉資金貸付等貸与の仕組みが
制度化されており災害救助法に基づく給与は実施しない

⑧学用品の給与 同左 全半壊（焼）、流出、床上浸水等により、学用品を喪失等した児童生徒
⑨埋葬 同左 災害の際死亡した者を対象にして実際に埋葬を実施する者に支給
⑩死体の捜索及び処理 死体の捜索 周囲の状況により既に死亡していると推定される行方不明者の捜索

死体の処理 災害の際死亡した者の死体に関する処理（埋葬を除く）
⑩�災害によつて住居又はその周辺に運
ばれた土石、竹木等で、日常生活に著
しい支障を及ぼしているものの除去

障害物の除去 居室、炊事場、玄関等に障害物が運びこまれているため
生活に支障を来している場合で自力では除去すること
ができない者の障害物の除去

－ 輸送費及び賃金職員
等雇上費

被災者の避難、医療及び助産、被災者の救出、飲料水の
供給などに要した輸送費及び賃金等

－ 給与等実費弁償 医師、保健師、土木･建築技術者、大工等が業務に従事し
た場合の給与相当

※１　被災者生活再建支援法（平成10年）では、大規模半壊以上が支援金の支給対象となっている。
※２　同法第23条第２項にも都道府県知事が認める場合に金銭を給付できる旨の規定があるが、埋葬の場合に限られているのが現状である。
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M
essage

復
興
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
委
員
会
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

９
被
災
地
の
主
体
的
な
復
興
を
支
え
る
社
会
制
度
の
整
備

被
災
地
の
自
立
的
で
内
発
的
な
復
興
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
引
き
出
し
、
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
を
可
能
に
す
る
社
会
シ
ス
テ
ム
や
法
制
度
の
整
備
が
欠
か
せ
な

い
。

地
域
主
体
の
復
興
を
支
え
る
地

方
分
権
が
不
可
欠

　

地
域
主
体
の
復
興
を
進
め
る
た
め
に

は
、
被
災
地
・
被
災
者
が
震
災
か
ら
の

復
興
の
過
程
に
お
い
て
、
常
に
「
何
を

も
っ
て
復
興
と
す
る
の
か
」
と
い
う
こ

と
を
主
体
的
に
考
え
、
共
有
し
、
行
動

す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
こ
う
し
た

地
域
や
住
民
の
自
発
的
な
復
興
を
、
行

政
・
住
民
が
責
任
を
持
っ
て
実
行
す
る

た
め
の
行
財
政
面
の
制
度
の
確
立
が
不

可
欠
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
ま
さ
に
地
方

自
治
の
本
旨
に
基
づ
い
た
考
え
方
で
あ

り
、
地
域
主
体
の
復
興
を
支
え
る
基
本

的
な
課
題
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
こ
れ
ま
で
地
方
分
権
が
進

め
ら
れ
て
き
た
も
の
の
、
ま
だ
十
分
と

は
言
え
ず
、
地
方
へ
の
事
務
権
限
と
税

財
源
の
さ
ら
な
る
移
譲
を
実
現
す
る
必

要
が
あ
る
。

財
政
制
度
面
で
の
問
題
点

　

被
災
地
の
主
体
性
や
特
性
を
生
か
し

た
復
興
施
策
を
進
め
て
い
く
た
め
に

は
、
各
省
庁
の
補
助
金
に
よ
り
事
業
を

実
施
し
て
い
か
ざ
る
を
得
な
い
現
在
の

税
財
政
制
度
を
改
め
て
い
く
必
要
が
あ

る
。
現
状
で
は
、
各
補
助
金
の
枠
組
み

か
ら
は
み
出
し
た
、
災
害
か
ら
の
復
興

や
地
域
特
有
の
課
題
、
年
度
を
超
え
た

取
り
組
み
に
つ
い
て
対
応
が
困
難
で
あ

る
。
米
国
のCom

m
unity Developm

ent 
Block Grant

の
よ
う
な
、
使
途
の
決

ま
っ
た
補
助
金
で
は
な
く
自
治
体
の
裁

量
で
実
施
し
て
い
く
取
り
組
み
を
広

げ
、
制
度
と
し
て
構
築
し
て
い
く
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
。
こ
れ
は
復
興
だ
け
で

は
な
く
、
地
方
分
権
の
推
進
と
併
せ

て
、
今
後
の
自
治
体
の
運
営
す
べ
て
に

つ
い
て
当
て
は
ま
る
こ
と
で
あ
る
。

復
興
基
金
と
交
付
金

　

震
災
復
興
に
向
け
た
被
災
地
の
財
政

需
要
に
応
え
る
仕
組
み
と
し
て
、
地
方

公
共
団
体
の
全
国
共
通
の
財
源
で
あ
る

地
方
交
付
税
を
活
用
し
て
、
相
互
に
助

け
合
う
復
興
基
金
が
設
け
ら
れ
る
よ
う

に
な
っ
た
。
復
興
基
金
は
、
行
政
施
策

を
補
完
し
、
長
期
・
安
定
的
、
機
動
的

に
取
り
組
む
こ
と
に
よ
っ
て
、
被
災

地
・
被
災
者
の
主
体
的
な
復
興
に
大
き

な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。

　

雲
仙
普
賢
岳
の
噴
火
災
害
で
平
成
３

年
に
設
け
ら
れ
た
復
興
基
金
は
、
阪

神
・
淡
路
大
震
災
の
経
験
を
経
て
、
災

害
復
興
の
新
た
な
課
題
に
取
り
組
む
た

め
の
不
可
欠
な
制
度
と
し
て
定
着
し

た
。
16
年
の
新
潟
県
中
越
地
震
、
19
年

の
能
登
半
島
地
震
、
新
潟
県
中
越
沖
地

震
に
お
い
て
も
復
興
基
金
が
創
設
さ

れ
、
19
年
の
災
害
か
ら
は
、
被
災
地
域

の
産
業
復
興
や
中
小
企
業
の
支
援
を
目

的
と
し
た
被
災
中
小
企
業
復
興
支
援
基

金
も
創
設
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
被
災
自
治
体
の
創
意
工
夫
に

よ
り
主
体
的
に
事
業
決
定
で
き
る
仕
組

み
と
し
て
、
近
年
、
交
付
金
制
度
が
創

設
さ
れ
、「
ま
ち
づ
く
り
交
付
金
（
16

年
～
）」
や
「
地
域
住
宅
交
付
金
（
17

年
～
）」（
い
ず
れ
も
国
土
交
通
省
）
を

財
源
と
し
て
、
地
域
の
実
情
や
特
色
を

生
か
し
た
復
興
事
業
が
実
施
で
き
る
よ

う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

復
旧
・
復
興
事
業
費
が
被
災
自
治

体
の
財
政
状
況
に
大
き
く
影
響

　

震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
は
、
莫
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大
な
事
業
費
が
必
要
に
な
る
。
阪
神
・

淡
路
大
震
災
の
16
兆
３
０
０
０
億
円
に

上
る
復
旧
・
復
興
事
業
費
の
内
、
兵
庫

県
の
負
担
額
は
約
２
兆
３
０
０
０
億
円

に
達
し
、
そ
の
財
源
手
当
と
し
て
約
１

兆
３
０
０
０
億
円
の
県
債
が
発
行
さ
れ
た
。

　

こ
の
結
果
、
震
災
関
連
県
債
の
残
高

は
、
19
年
度
時
点
で
も
約
８
５
０
０
億

円
と
、
県
債
残
高
全
体
の
４
分
の
１
以

上
を
占
め
て
お
り
、
こ
の
こ
と
が
他
府

県
に
な
い
大
き
な
負
担
と
な
っ
て
い

る
。
兵
庫
県
内
の
被
災
市
も
同
様
に
、

厳
し
い
財
政
状
況
に
追
い
込
ま
れ
て
お

り
、
能
登
半
島
地
震
や
新
潟
県
中
越
地

震
・
中
越
沖
地
震
の
被
災
自
治
体
も
、

今
後
財
政
悪
化
が
懸
念
さ
れ
る
。

法
制
度
面
で
の
課
題

　

法
制
度
全
般
の
課
題
と
し
て
は
、
災

害
対
策
基
本
法
に
お
い
て
復
興
に
関
す

る
規
定
の
具
体
化
が
遅
れ
て
い
る
こ

と
、
応
急
救
助
に
お
い
て
現
金
支
給
よ

り
も
現
物
給
付
が
重
視
さ
れ
て
い
る
こ

と
、
住
宅
と
生
活
の
再
建
支
援
の
ほ
か

地
域
経
済
復
興
や
、
ま
ち
な
み
形
成
を

含
め
た
ま
ち
づ
く
り
支
援
、
あ
る
い
は

地
域
の
歴
史
文
化
の
継
承
と
い
っ
た
新

し
い
公
共
的
課
題
を
促
進
す
る
た
め
の

支
援
策
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
な
ど
が

存
在
す
る
。

　

そ
の
た
め
に
住
宅
や
生
活
の
再
建
は

も
と
よ
り
、
中
山
間
地
集
落
の
再
生
や

市
街
地
商
店
街
の
再
建
な
ど
が
難
し
く

な
っ
て
い
る
。
災
害
対
策
基
本
法
な
ど

の
見
直
し
や
住
宅
再
建
共
済
制
度
の
普

及
な
ど
も
含
め
て
、
復
興
関
連
法
制
度

の
整
備
が
急
務
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
災
害
か
ら
の
復
興
に
つ
い
て

基
本
的
な
考
え
方
を
示
す
「
復
興
基
本

法
」
制
定
に
関
す
る
議
論
も
行
わ
れ
て

い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
復
興
基
本
法

制
定
の
た
め
に
は
、
そ
も
そ
も
「
復
興

と
は
何
か
」｢
ど
う
い
っ
た
復
興
が
望

ま
し
い
の
か
」
と
い
っ
た
復
興
に
関
す

る
基
本
的
な
考
え
方
に
つ
い
て
ま
だ
ま

だ
議
論
の
余
地
が
あ
る
。

　

被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
に
よ
る
住

宅
再
建
支
援
が
実
現
さ
れ
た
今
、
災
害

救
助
法
を
は
じ
め
、
災
害
弔
慰
金
法
、

被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
な
ど
、
被
災

者
支
援
に
か
か
わ
る
諸
法
制
の
総
合
的

な
見
直
し
が
次
な
る
課
題
で
あ
る
。

❖市街地再開発事業などで災害に強いまちづく
りに取り組む

次世代スーパーコンピュータ建設地

❖神戸医療産業都市構想など新しい時代にも対応
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市民活動の担い手95
ボランティアやＮＰＯが、成熟社会を支える
存在に
　震災では、県内外から 138 万人ものボランティアが駆け付け、被災者に寄り添った
きめ細かな支援を行った。震災時のボランティアの活躍が契機となり、ＮＰＯ法（特
定非営利活動促進法）が成立したり、民間の助成機関や中間支援組織※１によるＮＰ
Ｏ／ＮＧＯ（以下「ＮＰＯ」）への支援が展開されるようになった。ボランティアやＮ
ＰＯは、成熟社会における市民セクター※２の担い手としての発展が期待されている。

何
が
あ
っ
た
か

○
１
３
８
万
人
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が
駆

け
付
け
た

　

震
災
直
後
の
１
年
間
で
県
内
外
か
ら

１
３
８
万
人
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が
駆
け

付
け
、平
成
７
年
は
後
に「
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
元
年
」
と
呼
ば
れ
た
。
と
り
わ
け
、

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
関
心
が
薄
い
と

思
わ
れ
て
い
た
若
い
世
代
の
参
加
が
目

立
っ
た
。

　

一
方
で
、
被
災
地
の
状
況
を
理
解
せ

ず
、
自
ら
の
食
料
や
寝
袋
な
ど
を
準
備

し
な
い
で
来
る
自
立
で
き
て
い
な
い
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
が
多
数
い
た
こ
と
や
、
受

け
入
れ
態
勢
の
不
備
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
不
足
な
ど
の
課
題
も
残
っ
た
。

○
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
が
数

多
く
生
ま
れ
た

　

被
災
者
を
支
援
す
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
が
数
多
く
生
ま
れ
た
。

社
会
福
祉
協
議
会
や
消
費
生
活
協
同
組

合
、
専
門
家
グ
ル
ー
プ
、
さ
ら
に
自
治

会
や
婦
人
会
な
ど
の
地
域
団
体
が
活
発

に
活
動
し
、
市
民
に
よ
る
民
間
助
成
機

関
も
生
ま
れ
た
。
こ
の
動
き
を
一
過
性

の
も
の
と
せ
ず
、
市
民
セ
ク
タ
ー
と
し

て
成
長
さ
せ
よ
う
と
す
る
機
運
が
盛
り

上
が
っ
た
。

※１　

多
く
は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
へ
の
支
援
な
ど
を
主

な
目
的
と
し
て
発
足
し
た
組
織
。
行
政

と
地
域
の
間
に
立
っ
て
さ
ま
ざ
ま
な
活

動
も
支
援
す
る
。

※２　

市
民
の
非
営
利
活
動
に
よ
っ
て
構
成

さ
れ
る
経
済
部
門
。
政
府
セ
ク
タ
ー
、

民
間
営
利
セ
ク
タ
ー
と
区
別
さ
れ
る
第

三
の
セ
ク
タ
ー
と
言
わ
れ
る
こ
と
も
。

学
ん
だ
こ
と

○
普
段
か
ら
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
が

大
切

　

震
災
時
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
を
通

じ
て
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ

な
ど
市
民
社
会
の
担
い
手
が
多
様
化
。

一
方
で
地
域
団
体
な
ど
既
存
組
織
も
活

性
化
し
た
。
こ
れ
ら
を
一
時
的
な
も
の

で
終
わ
ら
せ
な
い
よ
う
、
市
民
も
普
段

か
ら
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
関
心
を
持

ち
、
活
動
に
参
加
し
た
り
支
援
す
る
こ

と
が
大
切
で
あ
る
。

　

被
災
地
で
の
活
動
に
当
た
っ
て
は
、

被
災
地
に
迷
惑
を
か
け
な
い
「
自
立
し

た
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
」
と
し
て
取
り
組
む

こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

○
協
働
の
仕
組
み
づ
く
り
が
必
要

　

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
そ

れ
ら
を
支
援
す
る
中
間
支
援
組
織
な
ど

は
、
21
世
紀
の
成
熟
社
会
を
支
え
る
重

要
な
セ
ク
タ
ー
で
あ
る
。
普
段
か
ら
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
や
企
業
、
市
民
と
が
協

議
し
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
育
て
る
機

会
を
設
け
た
り
、
活
動
を
支
え
る
資
金

を
確
保
す
る
仕
組
み
づ
く
り
が
必
要
で

あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
市
民
活
動
を
支
え
る
仕
組
み
が
進
展

　

震
災
以
降
、
特
定
非
営
利
活
動
法
人

の
制
度
化
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
支
援
セ
ン
タ
ー

の
開
設
、
活
動
助
成
基
金
の
設
置
な

ど
、
行
政
に
よ
る
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動

へ
の
支
援
が
定
着
し
て
い
る
。
ま
た
、

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
を
支
援
す
る
「
し

み
ん
基
金
・
Ｋ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
」
な
ど
も
生
ま

れ
て
い
る
。

　

今
後
、
企
業
や
市
民
が
市
民
活
動
を

支
え
る
寄
付
文
化
の
浸
透
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

○
企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
活
動
が
進
展

　

震
災
を
契
機
に
、
企
業
の
社
会
貢
献

活
動
へ
の
意
識
が
一
層
高
ま
っ
た
。
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
休
暇
・
休
職
制
度
の
導
入

が
進
ん
で
い
る
ほ
か
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
（
企
業

の
社
会
的
責
任
）
活
動
※３
と
い
う
形

で
、
多
分
野
に
わ
た
っ
て
幅
広
く
展
開

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
日
本
経
済
団
体

連
合
会
は
企
業
の
社
会
貢
献
活
動
を
促

進
す
る
た
め
、
災
害
時
に
企
業
に
対
し

て
救
援
物
資
の
提
供
等
を
呼
び
掛
け
る

な
ど
の
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
る
。

※３　

企
業
は
利
益
を
追
求
す
る
だ
け
で
は

な
く
、
組
織
活
動
が
社
会
に
与
え
る
影

響
に
責
任
を
持
ち
、
行
政
や
地
域
社
会

か
ら
の
要
求
に
対
し
て
適
切
な
意
思
決

定
を
す
る
こ
と
。
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（1）
救
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救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

○ボランティア休暇・休職制
　度
○企業のＣＳＲ活動
　・企業の持つ人材、技術、
　　設備、ノウハウ、情報など
　　を活用した支援
　・従業員の社会参加活動参加
　　　　　　　　　　　等
○災害時のボランティア活
　動支援 　　　　　　等

企業セクター

阪神・淡路大震災

138万人の
　　ボランティア

「ボランティア元年」

市民セクター

行政セクター

○ボランタリー活動の機運
　醸成
○活動基盤の整備
　・ 活動・支援情報の提供
　・ 活動拠点の提供
　・ 助成基金の創設
　・ 支援センターの整備
　・ NPOとの定期的な連絡会議
　　　　　　　　　等

災害時
担い手 ： 地域団体、ボランティア、ＮＰＯ/ＮＧＯ、中間支援組織、コミュニティ・ビジネス　等
分　野 ： 福祉、環境、まちづくり、災害救援等さまざまな分野で活動
市民が ： 活動への関心や参加、活動に役立つ情報や活動場所の提供、篤志家・助成機関等に
支える　よる寄付、学会等を通じた研究　等

○ＮＰＯ／ＮＧＯ等の専門的活動…被災後いち早く駆け付け、経験やノウハウを生かして適切にアドバイス
○市民の災害ボランティア参加…食料・寝袋・活動資材等を持参する「自立したボランティア」

国内外の災害での救援活動等

■阪神・淡路大震災以後の災害ボランティアの活躍
　自然災害の発生に対して、国内外を問わずＮＰＯ／ＮＧＯがいち早く駆け付けて専門的な活動や的確なアドバイス
を行うとともに、国内でも災害ボランティアとして多くの市民が参加する姿が定着してきた。
○新潟県中越地震：約95,000人のボランティアが全国から駆け付け被災者支援を行った。
○台風第23号災害：25,000人のボランティアが駆け付け、被災地の泥かきや後片付けを行った。受け入れ態勢が整って
　（兵庫県）	 いた地域では効果的に活動が展開された。

■企業のＣＳＲ（Corporate Social Responsibility　社会的責任）活動とは
　企業が経済・環境・社会等の幅広い分野における責任を果たすことにより、企業自身の持続的な発展を目指す取り組み

■ＮＰＯに関する世論調査
（内閣府「ＮＰＯに関する
世論調査」平成17年８月）

○ＮＰＯという言葉の周知度
　「知っている」� 39.7%
○ボランティア活動の経験
　「あり」� 7.3%
○ボランティア活動への参加意識
　「参加したい」� 43.9%

■市民活動の定着に向けて

□ひょうごボランタリープラザの運営
　市町ボランティアセンター、中間
支援組織等ＮＰＯの効果的・効率的な
支援等を行う全県的支援拠点として
設置。兵庫県社会福祉協議会が運営
場所:神戸市中央区東川崎町　神戸
クリスタルタワー６階
機能・主な事業:
　○交流・ネットワーク
　　協働会議、ボランティア共済等
　○情報の提供・相談
　　�地域づくり活動登録、ＮＰＯ相
談等　

　○活動資金支援
　　�ひょうごボランタリー基金助
成、貸付等

　○人材養成（エンパワーメント）
　　�ＮＰＯ大学、ボランティアコー
ディネーター養成研修等

　○調査研究
　　ボランタリー活動実態調査等

兵 庫 の 取 り 組 み
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中間支援組織96
中間支援組織の活動が、被災者ニーズへのき
め細かな対応を支える
　震災では、被災者を支援するためのさまざまなボランティア活動が展開され、数多
くのボランティア団体やＮＰＯが生まれた。刻々と変化する被災者ニーズに的確に対
応するためには、これらの団体の活動を「つなぎ」「まとめる」中間支援組織がボラン
ティアやＮＰＯの活動を支える大きな役割を果たした。中間支援組織には、ＮＰＯ同士、
ＮＰＯと地域や企業、行政とのパートナーシップを構築するための活動が期待される。

何
が
あ
っ
た
か

○
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
、Ｎ
Ｐ
Ｏ
、地
域
、

行
政
の
連
携
・
協
働
が
生
ま
れ
た

　

被
災
直
後
は
、
全
国
か
ら
駆
け
付
け

た
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
う
ま
く
被
災
者

ニ
ー
ズ
に
つ
な
げ
ら
れ
な
か
っ
た
。
や

が
て
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
は
ノ
ウ
ハ
ウ

を
蓄
積
し
、
被
災
者
に
柔
軟
に
対
応
す

る
よ
う
に
な
っ
た
。
時
と
と
も
に
変
化

す
る
被
災
地
の
要
望
に
対
応
し
、
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
団
体
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
地
域
、
行

政
の
間
で
連
携
し
た
さ
ま
ざ
ま
な
活
動

が
生
ま
れ
て
き
た
。

○
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
活
動
支

援
に
大
き
な
役
割
を
果
た
し
た

　

中
間
支
援
組
織
は
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活

動
に
取
り
組
む
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
へ
、
活
動
資

材
、
助
成
金
、
活
動
場
所
な
ど
の
情
報
を

提
供
し
、
活
動
や
組
織
運
営
を
間
接
的
に

支
援
。
ま
た
、
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
化
に
も
取
り
組
ん
だ
。

学
ん
だ
こ
と

○
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
立
ち
上
げ

の
備
え
が
必
要

　

災
害
時
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
調

整
や
新
た
な
課
題
へ
の
対
応
な
ど
は
、

災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
が
担
う

こ
と
と
な
る
。
災
害
直
後
、
速
や
か
に

災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
を
設
置

で
き
る
よ
う
、
立
ち
上
げ
マ
ニ
ュ
ア
ル

の
準
備
や
資
機
材
の
点
検
、
専
門
的
な

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
登
録
な
ど
普
段
か
ら

の
備
え
が
必
要
で
あ
る
。

○
Ｎ
Ｐ
Ｏ
を
支
え
る
中
間
支
援
組
織
が

地
域
社
会
に
と
っ
て
も
重
要

　

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど

の
立
ち
上
げ
を
助
け
、
そ
の
輪
を
広

げ
、
目
的
の
異
な
る
団
体
を
つ
な
い
で

い
く
中
間
支
援
組
織
の
存
在
は
、
地
域

社
会
に
と
っ
て
も
重
要
で
あ
る
。
企
業

や
行
政
と
の
つ
な
ぎ
役
と
し
て
の
役
割

も
期
待
さ
れ
、
そ
の
活
動
を
強
化
し
て

い
く
必
要
が
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
災
害
救
援
専
門
Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
よ
る
支
援
が
定
着

　

近
年
多
発
す
る
災
害
に
お
い
て
、
災

害
救
援
専
門
Ｎ
Ｐ
Ｏ
が
い
ち
早
く
現
地

に
入
り
、
経
験
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
生
か
し

て
、
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
の

立
ち
上
げ
支
援
や
地
元
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

へ
の
助
言
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。
ま

た
、「
震
災
が
つ
な
ぐ
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
」
の
よ
う
に
、
全
国
的
な
役
割
分
担

の
下
、
被
災
直
後
の
ニ
ー
ズ
把
握
か
ら

具
体
的
な
事
業
展
開
ま
で
素
早
く
活
動

を
展
開
す
る
と
こ
ろ
も
あ
る
。

○
中
間
支
援
組
織
の
活
動
基
盤
の
整
備
を

　

地
域
の
課
題
が
多
様
化
す
る
に
つ

れ
、
中
間
支
援
組
織
の
役
割
は
よ
り
専

門
化
、
総
合
化
し
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

も
期
待
さ
れ
て
い
る
。
兵
庫
県
内
の
Ｎ

Ｐ
Ｏ
は
、
協
議
会
を
設
立
し
、
人
材
育

成
・
情
報
交
換
・
政
策
提
言
な
ど
を
行
っ

て
い
る
。

　

ま
た
、
中
間
支
援
組
織
は
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ

に
対
し
企
業
の
助
成
情
報
を
提
供
す
る

だ
け
で
は
な
く
、
企
業
が
提
供
す
る
資

材
な
ど
を
仲
介
。
地
域
や
企
業
を
巻
き

込
ん
で
エ
コ
マ
ネ
ー
な
ど
の
事
業
に
取

り
組
む
と
こ
ろ
も
あ
る
。
こ
れ
ら
の
取

り
組
み
を
進
め
る
た
め
に
も
、
資
金
や

人
材
を
確
保
す
る
仕
組
み
な
ど
活
動
基

盤
の
整
備
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

○
ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
プ
ラ
ザ
に

よ
る
支
援

　

兵
庫
県
で
は
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
Ｎ

Ｐ
Ｏ
の
活
動
支
援
拠
点
と
し
て
、
平
成

14
年
に
ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
プ
ラ

ザ
を
開
設
し
、（
社
福
）
兵
庫
県
社
会

福
祉
協
議
会
に
運
営
を
委
託
。
災
害
時

の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
支
援
を
は
じ

め
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
や
情
報
提

供
、
人
材
養
成
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
基
金
（
１
０

０
億
円
）
を
設
置
し
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
立
ち

上
げ
や
中
間
支
援
組
織
活
動
、
企
業
・

行
政
と
の
協
働
事
業
な
ど
へ
助
成
を

行
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
会

議
」
を
、
定
期
的
に
開
催
す
る
な
ど
、

中
間
支
援
組
織
の
機
能
の
一
部
も
担
っ

て
い
る
。
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

ＮＰＯ
助成機関

企業

行政

市民 中間支援組織

期待される役割：
　　ＮＰＯと他のさまざまな主体を「つなぎ」
　「まとめる」ことにより地域を活性化
主な事業：
  活動情報の提供、法人設立等各種相談、
  団体運営等研修会開催、交流会の実施、
  行政や企業とＮＰＯとの定期的な協議の
  場の設定、政策提言、評価　等

地域団体

行政・ＮＰＯ・企業との
間で、相互の連携を促し
活動を促進

■中間支援組織とは

■災害ボランティアの支援方法の違い
区分 兵　庫　県（事例：平成16年台風第23号災害） 福　井　県（事例：平成16年福井豪雨災害）

概要

県　本　部

　県災害対策本部と連携し、「ひょうごボランタリープラザ（県
社協）」が中心に活動
【業務内容】
・各現地センター立ち上げ支援
・ボランティア保険窓口
・ボランティアバス運行　等

　県が「県災害ボランティアセンター」 を
設置・運営
　【業務内容】

　同左

ボランティア団
体との連携

プラザを事務局に県内ＮＰＯ等との連携組織を設置。平常時も
連絡会議で連携を図る。

災害時に県を事務局に連絡会を設置

災害ボランティ
アセンター

原則として市町社協が設置・運営
市町は職員派遣等で関与

市町社協主体で市町と協議して設置・運営
市町が役場等を提供

メリット

・�県社協が主導することで、市町社協との連携が図りやすく、幅
広いボランティアの協力を得やすい
・�県社協を介することで民間の協力を得やすく「民」と「官」が協
働する柔軟な対応が可能
・共同募金、補助金が利用しやすい

・�市町職員が運営に多数かかわるため市町
と連携がとりやすい

・�県基金で一元的に対応するため活動財源
の不安がない

デメリット ・市町の対応に差がある場合がある ・�基金管理、資機材調達など行政の負担が
大きい

■災害時の対応
災害救援専門ＮＰＯ
　自然災害が発生した場合、いち早く被災地に駆け付け、
災害ボランティアセンターの立ち上げや運営を支援した
り、現地のＮＰＯと協働して事業を展開。代表的な団体
は、ＡＭＤＡ、被災地ＮＧＯ恊働センター、日本災害救援
ボランティアネットワークなど。

災害ボランティアセンター
　社会福祉協議会や行政が設置し、各地から駆け付ける
ＮＰＯ、ボランティアと被災者のニーズを調整。ボラン
ティアコーディネーターや専門的な知識・技能を持つ人
材の配置が必要。

□兵庫県災害救援専門ボランティア制度
　�　専門的な知識・技能を要するボランティアを分野別
に登録し、県内外で大きな災害や事故等が発生した場
合、被災地に派遣（平成８年～）
 〔分�野〕救急・救助、医療、介護、建物判定、手話通訳、ボラ
ンティアコーディネーター、輸送、情報・通信

 （実績）

災 害 名 派 遣 先 派 遣 期 間 分 野 人 数

ロシアタ
ンカー重
油事故

竹 野 町 平成９年
１月15日 救急・救助 18人

香 住 町 ３月22日
～23日 救急・救助 21人

新潟豪雨
災害

新 潟 県
三 条 市

平成16年
７月18日
～21日

看護・介護 ７人

台 風
第 23 号

豊 岡 市
出 石 町

平成16年
10月26日
～28日

看護・介護 21人

洲 本 市 10月29日
～30日

ボランティ
アコーディ
ネーター

17人

□ひょうご市民活動協議会（ＨＹＯＧＯＮ）
　�　平成14年２月、兵庫県内において、さまざまな分野
で市民公益活動に取り組むＮＰＯが集まり、分野横断
的な協議会を設立。
　【事業の柱】
　①人材育成　②団体同士の交流、相互研鑽
　③情報交換　④広報活動
　⑤市民活動の基盤整備のための提言、発信など
　【会員団体】39団体（平成20年２月）
□ＮＰＯと行政の協働会議
　�　普段から県全域を対象に県内のＮＰＯ等と行政が、
従来からの生活復興関連に加え、多様な課題について
定期的に協議する場としてひょうごボランタリープ
ラザに設置。

兵 庫 の 取 り 組 み
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え
る

（10）公民協働の新しい社会システムの構築

被災者と行政をつなぐ第三者機関97
被災者の意見をくみ上げ、支援施策に反映させ
る
　震災からの復興過程では、刻々と変化する被災地の状況や被災者のニーズを把握し、
施策に柔軟に反映させるため、被災者と行政をつなぐ第三者機関として被災者復興支援
会議が設置された。また、県・市町生活支援委員会を立ち上げ、制度のすき間で救済さ
れない被災者に弾力的に対応した。これらの第三者機関がその取り組みの中で示した参
画と協働の考え方を継承し、今後も住民の視点に立った施策立案・実施が求められている。

何
が
あ
っ
た
か

○
被
災
者
の
生
の
声
を
施
策
に
つ
な
げ
た

　

震
災
か
ら
半
年
後
の
平
成
７
年
７

月
、
被
災
者
の
ニ
ー
ズ
に
柔
軟
に
対
応

す
る
た
め
、
被
災
者
と
行
政
の
間
に
立

つ
第
三
者
機
関
と
し
て
被
災
者
復
興
支

援
会
議
が
設
置
さ
れ
た
。
メ
ン
バ
ー
は

福
祉
、
雇
用
、
住
ま
い
・
ま
ち
づ
く
り

な
ど
の
分
野
の
有
識
者
12
人
。
被
災
地

に
赴
い
て
住
民
の
意
見
を
直
接
聴
く

「
移
動
い
ど
ば
た
会
議
」（
ア
ウ
ト
リ
ー

チ
）
を
10
年
間
で
２
５
１
回
開
催
し
、

行
政
と
被
災
者
の
双
方
に
提
言
と
助
言

（
ア
ド
ボ
カ
シ
ー
）
を
行
っ
た
。
会
議

に
は
行
政
の
担
当
課
長
に
よ
る
Ｐ
Ｔ

（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
）
が
加
わ
り
、

提
言
の
施
策
化
に
取
り
組
ん
だ
。

　

提
言
の
施
策
化
に
当
た
っ
て
は
、
復

興
基
金
を
活
用
す
る
こ
と
で
、
迅
速
か

つ
弾
力
的
に
施
策
を
実
現
す
る
こ
と
が

で
き
た
。

○
制
度
の
弾
力
的
な
運
用
が
実
現

　

復
興
に
か
か
わ
る
有
識
者
を
委
員
と

し
た
県
・
市
町
生
活
支
援
委
員
会
は
、

平
成
９
年
７
月
に
発
足
。
被
災
者
の
生

活
再
建
を
め
ぐ
っ
て
個
別
化
・
多
様
化

し
た
課
題
に
対
応
し
、
支
援
制
度
の
本

来
の
趣
旨
が
生
か
さ
れ
る
よ
う
、
制
度

の
弾
力
的
な
運
用
や
改
善
を
行
政
に
求

め
、
実
現
さ
れ
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
復
興
の
各
段
階
に
応
じ
た
提
言
が
重
要

　

被
災
者
復
興
支
援
会
議
は
、
復
興
段

階
に
お
け
る
課
題
の
変
化
に
対
応
し
て

28
回
の
提
言
を
行
っ
た
。
被
災
者
に
対

し
て
は
応
急
仮
設
住
宅
で
の
自
治
会
づ

く
り
な
ど
自
立
を
呼
び
掛
け
、
行
政
に

は
仮
設
住
宅
の
生
活
環
境
改
善
や
高
齢

者
の
見
守
り
対
策
な
ど
を
求
め
た
。

　

提
言
を
施
策
に
結
び
付
け
る
に
当

た
っ
て
は
、
行
政
は
、
１
０
０
％
完
全

な
も
の
で
な
く
て
も
、
ま
た
、
実
績
が

期
待
で
き
な
く
て
も
、
さ
ま
ざ
ま
な
支

援
策
を
早
期
に
制
度
化
す
る
こ
と
で
被

災
者
の
安
心
を
高
め
る
こ
と
が
大
切
で

あ
る
。

○
第
三
者
機
関
に
よ
る
不
服
等
の
検
討

　

震
災
直
後
の
混
乱
期
に
は
、
民
間
賃

貸
住
宅
家
賃
負
担
軽
減
事
業
や
生
活
再

建
支
援
金
制
度
な
ど
の
適
用
で
迅
速
な

対
応
を
求
め
ら
れ
た
が
、
時
間
的
な
余

裕
が
な
い
こ
と
な
ど
か
ら
、
該
当
要
件

に
つ
い
て
形
式
的
で
柔
軟
性
に
欠
け
る

審
査
・
判
断
を
さ
れ
て
し
ま
う
こ
と
が

あ
る
。
第
三
者
的
な
視
点
か
ら
、
被
災

者
個
々
の
生
活
実
態
な
ど
を
考
慮
し

て
、
例
外
的
、
特
例
的
な
処
理
も
可
能

と
す
る
仕
組
み
が
不
可
欠
で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
住
民
の
視
点
に
立
っ
た
施
策
立
案
・

実
施
を

　

被
災
者
復
興
支
援
会
議
や
県
・
市
町

生
活
支
援
委
員
会
が
取
り
組
ん
だ
、
被

災
者
の
意
見
を
聴
き
な
が
ら
行
政
、
専

門
家
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
が
議
論
し
施
策
化
し

た
も
の
を
み
ん
な
が
実
行
し
て
い
く
と

い
う
ス
タ
イ
ル
は
、
県
民
が
物
事
の
企

画
、
立
案
に
積
極
的
に
加
わ
り
、
み
ん

な
が
協
力
・
協
調
し
て
、
と
も
に
汗
を

流
し
て
行
動
す
る
と
い
う
「
県
民
の
参

画
と
協
働
」
の
施
策
の
考
え
方
に
受
け

継
が
れ
た
。

　

今
後
も
住
民
の
視
点
に
立
っ
た
施
策

の
立
案
・
実
施
が
求
め
ら
れ
る
。
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

被災者復興支援会議
（第三者機関）

・移動いどばた会議
　被災者の生活実
　態の把握
・アドボカシー
　（助言）

Ⅰ期　平成７年７月～平成11年3月
Ⅱ期   平成11年4月～平成13年3月
Ⅲ期　平成13年４月～平成17年3月

行政施策　　　アドボカシー
の把握　　　　（提言）

ＰＴ（プロジェ
クトチーム）

支　援　団　体　等
（ＮＰＯ／ＮＧＯ等）

被　災　者

定期的な
協議の場

ＮＰＯと行政
の協働会議相談・応答

県・市町相談
窓口

行政 連携

生活支援マネジメントシステム
平成9年7月～平成12年3月

平成９年７月　生活復興ラウン
            　　　　ドテーブル
平成11年 6月　ＮＰＯと行政の
            　　　生活復興会議
平成13年10月　ＮＰＯと行政の
            　　　協働会議

県・市町生活
支援委員会

生活支援チーム
生活復興相談員、
民生委員、保健師等

■復興過程の支援システム

■被災者復興支援会議の主な提案
　10年の間に28回の提案・提言を行った。
区分 年月 提案名

第
Ⅰ
期

平成７年
８月

第１回提案「『被災者』の復興に向けて」
ほか

平成８年
６月

第６回提案「住まい再建のための基本
的な考え方」ほか

平成11年
１月

第13回提案「被災者復興支援会議の果
たした役割」ほか

第
Ⅱ
期

平成11年
７月

第１回「地域に根ざしたコミュニティ
経済の総合的推進」

平成12年
7月
「阪神・淡路大震災復興計画後期５か年
に取り組むべき課題」

平成13年
３月
「被災者復興支援会議Ⅱ最終提言」

第
Ⅲ
期

平成13年
９月

緊急提言「高齢者が安心して暮らせる
災害復興公営住宅を目指して」

平成14年
９月

第３回「復興10年に向けて今後取り組
むべき課題」

平成17年
３月

最終提言「安全・安心な社会の構築を目
指して」

■県・市町生活支援委員会での制度の見直し
　制度のすき間で救済されない被災者のために、次
のような対応策をとった。

①�　民間賃貸住宅家賃負担軽減事業にお
ける解体証明書の弾力的な運用

②�　民間賃貸住宅家賃負担軽減事業にお
ける三者協定への家主等の不同意

③�　被災中高年恒久住宅自立支援金の申
請に必要な住民票の添付

④�　被災者自立支援金の仮設入居世帯へ
の特例措置

⑤�　災害復興コミュニティプラザ運営費
補助の適正化

⑥　被災単身世帯に対する緊急通報装置
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支
え
る

被災者を支える人々の力を結集し、被災者の生活復
興を支援する
　被災者の生活復興を支援するため、県民、各種団体、ボランティアグループ、企業等の参画に
より、生活復興県民ネット（以下「県民ネット」）が設立された。企画委員会や事務局参与など
開かれた柔軟な運営体制の下、県外居住被災者支援や地域活動推進事業など先駆的な事業を展開
し、刻々と変化する被災者のニーズに対応した。また、生活復興ＮＰＯ情報プラザの開設など中
間支援組織としての役割も果たし、その機能はひょうごボランタリープラザに受け継がれている。

（10）公民協働の新しい社会システムの構築

生活復興県民ネット98

何
が
あ
っ
た
か

○
広
範
な
県
民
の
力
を
結
集
し
て
生
活

復
興
を
支
援

　

被
災
地
の
復
興
を
被
災
自
治
体
や
被

災
者
自
身
の
努
力
に
委
ね
る
の
で
は
な

く
、
広
く
県
民
に
よ
る
生
活
復
興
の
運

動
と
し
て
展
開
す
る
た
め
、
生
活
復
興

県
民
ネ
ッ
ト
が
設
立
さ
れ
た
。

　

県
民
ネ
ッ
ト
は
、
県
民
、
各
種
団
体
、

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
グ
ル
ー
プ
、
企
業
等
県

内
の
主
な
団
体
や
学
識
経
験
者
が
参
加

し
、
震
災
後
に
活
動
を
始
め
た
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
と
も
一
緒
に
被

災
者
支
援
に
取
り
組
め
る
よ
う
、
誰
で

も
自
由
に
参
加
で
き
る
企
画
委
員
会
や

各
団
体
の
中
堅
ク
ラ
ス
が
活
躍
す
る
事

務
局
参
与
な
ど
の
仕
組
み
を
設
け
、

フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ザ
（
⑶
�
参
照
）

を
拠
点
に
活
動
を
展
開
し
た
。

○
刻
々
と
変
化
す
る
被
災
者
の
課
題
に

対
応

　

設
立
当
初
は
、
住
ま
い
の
確
保
や
被

災
者
の
元
気
回
復
の
た
め
に
、
各
団
体

の
持
ち
味
を
生
か
し
て
も
ち
つ
き
や

引
っ
越
し
支
援
な
ど
の
活
動
を
展
開
し

た
。
恒
久
住
宅
移
行
後
は
、
移
転
先
で

の
く
ら
し
の
再
建
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ

く
り
が
課
題
と
な
り
、
地
域
活
動
団

体
・
グ
ル
ー
プ
へ
の
支
援
や
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
化
な
ど
を
推
進
し
た
。
ま
た
、

生
活
復
興
Ｎ
Ｐ
Ｏ
情
報
プ
ラ
ザ
や
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
上
に
「
ひ
ょ
う
ご
コ
ミ
２

（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
＆
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
）
ネ
ッ
ト
」
を
開
設
し
て
マ
ッ

チ
ン
グ
や
交
流
・
情
報
交
換
を
進
め
る

な
ど
中
間
支
援
組
織
と
し
て
の
役
割
も

果
た
し
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
被
災
者
の
生
活
復
興
に
多
く
の
人
が

か
か
わ
る
仕
組
み
が
大
切

　

被
災
者
の
支
援
に
お
い
て
、
応
急
仮

設
住
宅
な
ど
現
場
で
活
動
す
る
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
グ
ル
ー
プ
の
課
題
が
共
有
さ
れ

る
こ
と
が
大
切
で
あ
る
。
県
民
ネ
ッ
ト

で
は
、
自
由
参
加
の
企
画
委
員
会
で
事

業
が
企
画
さ
れ
、
自
治
会
や
婦
人
会
、

社
会
福
祉
協
議
会
等
各
種
団
体
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
を
活
用
し
て
事
業
が
実
施
さ

れ
る
仕
組
み
に
よ
り
、
課
題
の
共
有
と

対
応
が
な
さ
れ
た
。

○
ニ
ー
ズ
の
変
化
へ
の
柔
軟
な
対
応
が

必
要

　

避
難
所
で
の
生
活
か
ら
仮
設
住
宅
、

さ
ら
に
恒
久
住
宅
へ
移
行
と
、
時
間
の

経
過
や
居
住
環
境
の
変
化
に
伴
い
、
被

災
者
の
関
心
事
も
変
化
し
、
ニ
ー
ズ
も

多
様
化
す
る
。
被
災
者
の
生
活
復
興
を

支
援
す
る
た
め
に
は
、
そ
の
時
々
の

ニ
ー
ズ
に
き
め
細
か
く
、
柔
軟
に
対
応

す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
互
い
に
顔
の
見
え
る
関
係
が
大
切

　

県
民
ネ
ッ
ト
で
は
、
被
災
地
と
事
務

局
を
つ
な
ぐ
専
門
ス
タ
ッ
フ
や
自
ら
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
生
か
し
て
イ
ベ
ン
ト

や
交
流
会
な
ど
を
実
施
す
る
地
域
活
動

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
設
置
さ
れ
て
い

た
。
事
業
の
浸
透
性
を
高
め
る
た
め
に

も
、
被
災
者
と
支
援
者
の
間
で
互
い
に

顔
が
見
え
る
関
係
が
構
築
さ
れ
る
こ
と

が
大
切
で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
県
民
ネ
ッ
ト
の
取
り
組
み
は
地
域
づ

く
り
活
動
支
援
と
し
て
定
着

　

平
成
16
年
に
県
民
ネ
ッ
ト
は
解
散
し

た
が
、
県
民
ネ
ッ
ト
の
果
た
し
た
中
間

支
援
組
織
の
役
割
は
ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン

タ
リ
ー
プ
ラ
ザ
（
⑽
�
参
照
）
に
継
承
・

全
県
展
開
さ
れ
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く

り
へ
の
支
援
は
地
域
づ
く
り
活
動
応
援

事
業
、
県
民
交
流
広
場
事
業
な
ど
の
施

策
に
発
展
し
、
実
施
さ
れ
て
い
る
。

○
中
越
復
興
市
民
会
議
が
被
災
者
支
援

を
展
開

　

新
潟
で
は
、
中
越
地
震
を
受
け
、
被

災
者
の
生
活
復
興
を
支
援
す
る
中
間
支

援
組
織
と
し
て「
中
越
復
興
市
民
会
議
」

が
設
立
さ
れ
、Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
青
年
会
議
所
、

マ
ス
コ
ミ
や
地
元
大
学
の
研
究
者
な
ど

が
中
心
と
な
っ
て
、
産
官
学
民
を
超
え

た
つ
な
が
り
あ
い
、
助
け
あ
い
、
支
え

あ
う
活
動
を
展
開
し
て
い
る
。
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

■生活復興県民ネットの活動の状況
区分 第１期 第２期 第３期

活動時期 平成８～10年度 平成11～13年度 平成14～16年度
仮設住宅から恒久住宅への円滑な移行 見守り体制の構築 残された課題の解決

被災地の主要課題 被災者のくらしの再建 地域コミュニティの形成 経験や教訓の次代への継承
新しい地域でのコミュニティづくり ニーズの個別化・多様化 ニーズの個別化・多様化

主体的な地域活動への参画 参画と協働による新しい「公」の形成
支援対象
被災者 ◎（重点対象） ○（概ね対象）
被災者支援団体 ◎ ◎
地域活動団体等 ◎
活動拠点 フェニックスプラザ フェニックスプラザ クリスタルタワー
提供機能
活動助成 ◎ ◎ ◎
情報提供 ◎ ◎ ◎
相談・コーディ
ネート等

○ ○ ○

交流機会 ○ ○ ○
ターゲット
仮設住宅 ◎
恒久住宅 ○ ◎ ○
地域 ○ ◎

被災者を支援する団体・グ
ループの支援

地域活動の推進活動団体・
グループの支援

地域活動の推進活動団体・
グループの支援

対応方策 被災者の元気回復 地域活動団体の担い手づくり 地域活動推進事業の継続
生きがいづくり・仲間づくり 地域活動のネットワーク化促進 活動の自律化・持続化
県外居住被災者のフォローアップ 地域活動のコーディネート マネジメント・スキルの向上

ＮＰＯと地域団体の連携 地域力の向上に向けた取り組み
（生活復興県民ネット『人の力と熱意を信じて』平成17年３月）

■生活復興県民ネットの概要
　目的：�県民、各種団体、ボランティアグルー

プ、企業等が被災者の生活復興に向
けて展開してきたさまざまな活動の
連携を図り、より充実、発展させてい
くため、幅広いエネルギーの結集を
図ったネットワークを形成し、生活
復興県民運動をより広範に展開する。

　代表：新野幸次郎（神戸大学名誉教授）
　設立：平成８年10月８日
　組織：（幹事団体）
　　　　幹事会・役員会・企画委員会

（事務局）事務局参与・職員

復興
基金

兵庫
県

市町

生活復興県民ネット

幹事団体
・幹事会
・役員会
・企画委員会

事務局
・事務局参与
・職員

ボＮ
ラＰ
団Ｏ
体・

被 

災 

者 

・ 

地 

域 

住 

民

自
治
会
等

地
域
団
体

支援活動
事業費
補助

職員
派遣

連携
協力

連携
協力

活動
支援

活動
支援

支援
活動

生活復興県民運動

■主な活動

❖愛のもちより運動 ❖県外居住被災者への支援 ❖恒久住宅への引っ越し支援活動

❖ひょうごこみこみねっと

　インターネット及び
ファックスを活用して市
民活動情報やイベント情
報を共有した
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支
え
る

企業や大学の活動が地域の防災力を高め、まち
づくりを進める
　震災時、民間企業は社員への支援だけでなく、多くの被災者に食料
や生活必需品を供給したり、社員によるボランティア活動を展開した
りと、復旧・復興の過程で大きな役割を果たした。また、復興のまち
づくりや地域の活性化などには、大学教員や学生が参画した。地域に
おいて、企業や大学の果たす役割にますます期待が高まっている。

（10）公民協働の新しい社会システムの構築

企業等と地域のパートナーシップ99

何
が
あ
っ
た
か

○
企
業
が
多
彩
な
支
援
活
動
を
展
開
し
た

　

企
業
の
中
に
は
、
安
否
確
認
や
居
住

場
所
の
提
供
な
ど
被
災
し
た
従
業
員
へ

の
支
援
に
速
や
か
に
対
応
し
、
従
業
員

の
安
心
や
安
全
を
確
保
す
る
と
こ
ろ
が

多
か
っ
た
。ま
た
、地
域
の
一
員
と
し
て
、

震
災
直
後
か
ら
自
衛
消
防
隊
に
よ
る
消

火
活
動
、
敷
地
内
の
井
戸
水
の
提
供
な

ど
に
取
り
組
む
と
こ
ろ
も
あ
っ
た
。

　

さ
ら
に
、
被
災
地
域
に
対
し
て
食
品
、

生
活
用
品
、
医
薬
品
な
ど
生
活
必
需
品

を
支
給
。
自
社
施
設
や
所
有
す
る
船
舶

を
提
供
し
た
り
、
社
員
に
よ
る
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
を
編
成
し
た
り
と
、
各
企
業
が

得
意
分
野
を
生
か
し
て
支
援
活
動
を
展

開
し
た
。

○
復
興
過
程
で
企
業
や
大
学
が
新
た
な

支
援

　

震
災
直
後
に
限
ら
ず
、
企
業
の
支
援

活
動
は
続
い
た
。
Ｐ
＆
Ｇ
㈱
は
神
戸
市

に
あ
る
日
本
本
社
ビ
ル
の
一
角
を
ギ
ャ

ラ
リ
ー
と
し
て
開
放
し
、
㈱
フ
ェ
リ
シ

モ
は
基
金
を
創
設
し
て
震
災
遺
児
へ
の

奨
学
金
や
教
育
機
関
へ
の
寄
付
を
行
う

な
ど
、
企
業
が
被
災
者
支
援
の
大
き
な

力
と
な
っ
た
。

　

大
学
は
、
校
舎
を
一
時
的
に
避
難
所

と
し
て
開
放
し
、
そ
の
後
は
学
生
た
ち

の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
を
後
押
し
し

た
。
ま
た
、
教
員
た
ち
は
専
門
分
野
を

生
か
し
て
、
復
興
計
画
や
ま
ち
づ
く
り

に
参
画
し
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
企
業
の
地
域
貢
献
活
動
の
定
着
が
必
要

　

大
規
模
災
害
で
は
、
他
地
域
か
ら
の

速
や
か
な
支
援
は
難
し
く
、
被
災
地
の

企
業
が
有
す
る
人
的
・
物
的
資
源
が
地

域
に
大
き
く
貢
献
す
る
。
Ｃ
Ｓ
Ｒ
（
企

業
の
社
会
的
責
任
）
が
問
わ
れ
る
中
、

企
業
は
普
段
か
ら
防
災
活
動
や
ま
ち
づ

く
り
に
参
画
す
る
な
ど
、
地
域
と
の
交

流
を
育
み
、
企
業
文
化
と
し
て
地
域
貢

献
活
動
が
定
着
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

○
大
学
の
知
的
資
産
の
地
域
へ
の
還
元

が
重
要

　

大
学
は
、
地
域
に
開
か
れ
た
存
在
と

し
て
、
そ
の
知
的
資
産
を
地
域
に
還
元

す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
防
災
や
ま

ち
づ
く
り
に
つ
い
て
協
定
を
結
ぶ
な
ど

地
域
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
構
築

し
、
普
段
か
ら
、
専
門
知
識
を
生
か
し

て
地
域
の
課
題
解
決
に
参
画
し
て
い
く

こ
と
が
望
ま
れ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
企
業
市
民
と
し
て
の
意
識
が
高
ま
る

　

震
災
を
機
に
、
企
業
の
意
識
が
変
化

し
た
。
企
業
市
民
※１
と
し
て
、
地
域
の

ま
ち
づ
く
り
活
動
へ
の
協
賛
、
被
災
経

験
を
生
か
し
た
防
災
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作

成
、
自
治
体
等
と
の
防
災
協
定
の
締
結

な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

○
地
域
と
連
携
し
た
大
学
の
取
り
組
み

が
進
展

　

大
学
は
、
震
災
復
興
に
大
き
く
か
か

わ
っ
た
こ
と
を
き
っ
か
け
に
、
地
域
貢

献
の
取
り
組
み
を
充
実
さ
せ
た
。
自
治

体
と
の
間
で
防
災
協
定
を
結
ん
で
緊
急

物
資
の
備
蓄
等
に
取
り
組
ん
だ
り
、
地

域
と
の
連
携
協
定
に
よ
り
ま
ち
づ
く
り

を
支
援
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
教
員
が
研
究
活
動
の
一
環
と

し
て
、
ま
ち
づ
く
り
の
課
題
解
決
に
向

け
て
ア
ド
バ
イ
ス
を
し
た
り
、
学
生
が

ま
ち
づ
く
り
イ
ベ
ン
ト
の
企
画
・
実
施

に
参
画
す
る
活
動
も
行
わ
れ
て
い
る
。

※１　

企
業
を
社
会
の
一
構
成
員
と
み
な
し
、

社
会
に
存
在
す
る
行
政
組
織
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ

／
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
い
っ
た
団
体
、
個
人
な
ど
、

さ
ま
ざ
ま
な
主
体
と
バ
ラ
ン
ス
よ
く
連

携
を
と
り
な
が
ら
、
社
会
に
役
立
つ
事

業
活
動
を
行
っ
て
い
く
べ
き
で
あ
る
と

い
う
考
え
方
。
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

■灘五郷清酒業界
　震災翌日から被災住民に井戸や社員用の大型風呂を開
放し、ライフライン復旧までの間、支援を行った。その後
も、売り上げの一部を義援金として寄付する商品を発売
するなど、地域での歴史を持つ酒造メーカーの存在が、被
災住民にとって大きな支えとなった。

■旧居留地連絡協議会
　旧居留地エリアの企業が集
まり、各々の個性を生かして
相互補完できる関係づくりを
目指し活動している。「防災マ
ニュアル作成の手引き」作成
や協議会独自の「地域防災計
画」の策定、消防学校への体験入校や防災施設の見学、実
践的な防災訓練などを行っている。

❖帰宅困難者支援訓練

■企業の取り組み例
■三ツ星ベルト（株）
　震災直後は、事業所の自衛消防隊による消火活動を
行い、震災後は、コミュニティ・レストランを地域住民
に開放したり、本社玄関ホールを使ったコンサートを
開催している。
　また、小中学校へ
のビオトープの設
置、地域住民や消防
署の協力を得た防
災訓練の実施など、
地域と企業との新
たな関係づくりを目指した活動を行っている。

■マックスバリュ西日本（株）
　兵庫県内58店舗が地元自治体との間で物資供給、
避難場所の提供などの防災協定を締結

❖小中学校へのビオトープ設置

❖東灘区「夏休み子どもいろいろ
体験スクール」

■大学の取り組み例
■自治体との防災協定の締結
・甲南大学、神戸学院大学が神戸市との協定に基づき備蓄等に取り組む� 等
■地域と連携協定を締結しまちづくりを支援
・神戸大学と灘区、東灘区が連携協定を締結
・神戸学院大学と明石市（H17.4）、西区（H19.5）が連携協定を締結
・流通科学大学が西区と連携協定を締結（H19.12）し、地域交流プラザを開放
・神戸大学が兵庫県（まちづくり復興担当部）との「まちづくり協定」
　（H17.12）に基づき共同事業等を実施� 等

■大学・学生によるまちづくり協議会等への参加、被災地の調査研究
・�大学教員のまちづくりへの助
言・指導
・�商店街活性化イベントの企
画・運営への学生の参画

❖甲南本通商店街では甲南大学の
学生が活性化に協力

　

新
潟
県
中
越
地
震
で
は
、日
本
経
団
連
を

窓
口
と
し
て
、各
企
業
が
飲
料
水
、非
常
食

の
提
供
や
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
ー
、キ
ッ
チ
ン

カ
ー
の
派
遣
な
ど
の
支
援
を
迅
速
に
実
施
。

　

被
災
地
の
各
金
融
機
関
で
は
、い
ち
早
く

通
帳
を
な
く
し
た
被
災
者
へ
の
預
金
の
払

い
戻
し
や
企
業
の
手
形
決
済
に
特
段
の
配

慮
を
す
る
な
ど
、混
乱
防
止
に
動
い
た
。

【
新
潟
で
の
取
り
組
み
】

■企業の地域貢献活動

（企業の防災・復興活動の調査事業評価委員会「企業の防災・復興過程における取組等についての実態調査」）

20.2

震災前から講じている 震災後講じている 今後講じる予定 講じる予定はない 不明

36.7 18.8 6.817.5

7.0 10.4 33.5 41.8 7.3

9.0 14.1 37.1 31.3 8.5

17.1 18.3 35.8 21.3 7.5

19.0 19.6 35.0 18.8 7.5

6.6 9.4 43.7 30.7 9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所周辺地域への防災活動の参加
近隣居住者への避難所・仮住居提供
近隣居住者への食糧・水・物資提供
カンパ・寄付などの金銭的援助提供
地域復興イベント等への参加・協力

近隣高齢者や子どもなど要援護者対策
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支
え
る

（10）公民協働の新しい社会システムの構築

公と民の協働関係100
多様な主体の参画と協働で、地域課題の解決に取り組
む
　震災における被災者支援活動は、平成８年９月に誕生した生活復興県民ネットなど住民の主体的な取
り組みを核に、行政をはじめ住民や企業、団体が連携して展開された。この経験から、住民自らが公共
的領域を担う「新しい公」の考え方が生まれ、地域では、まちづくり協議会や中間支援組織の役割が大
きくなっていった。自治会・婦人会・老人クラブなど地域団体やＮＰＯなど各種団体、企業、行政が互
いの立場を超えてパートナーシップを築き、協働して地域課題の解決に取り組むことが求められている。

何
が
あ
っ
た
か

○
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
が
救

援
・
復
興
支
援

　

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
の
き

め
細
か
な
活
動
が
、
公
的
機
関
の
み
で

は
行
き
届
か
な
い
部
分
を
カ
バ
ー
し

た
。
刻
々
と
変
化
す
る
被
災
者
の
ニ
ー

ズ
に
柔
軟
に
対
応
で
き
た
の
も
、
被
災

地
内
外
か
ら
駆
け
付
け
た
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
に
負
う
と
こ
ろ
が
大

き
か
っ
た
。
復
興
過
程
で
は
、
地
域
団

体
と
の
連
携
、
企
業
の
協
力
や
支
援
な

ど
、
多
様
な
主
体
の
連
携
に
よ
る
取
り

組
み
が
展
開
さ
れ
た
。

○
公
民
協
働
の
多
彩
な
取
り
組
み
が
生

ま
れ
た

　

生
活
復
興
を
進
め
る
た
め
の
被
災
者

支
援
団
体
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、「
生
活

復
興
県
民
ネ
ッ
ト
」
の
発
足
や
、「
Ｎ

Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
生
活
復
興
会
議
（
Ｎ
Ｐ

Ｏ
と
行
政
の
協
働
会
議
に
拡
充
）」
の

設
置
な
ど
、
震
災
後
、
県
民
と
行
政
と

の
協
働
に
よ
る
多
彩
な
取
り
組
み
が
試

み
ら
れ
た
。

　

市
町
で
も
、
地
域
課
題
を
話
し
合
う

場
と
し
て
行
政
、
地
域
団
体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ

な
ど
が
参
画
し
た
円
卓
会
議
が
設
け
ら

れ
た
。

学
ん
だ
こ
と

○
地
域
づ
く
り
は
多
様
な
主
体
の
参
画

と
協
働
か
ら

　

復
興
の
過
程
で
は
、
住
民
自
ら
も

「
公
」
の
一
部
を
担
っ
て
い
っ
た
。
こ

う
し
た
実
体
験
を
通
じ
て
、
住
み
や
す

い
地
域
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
に
は
、

地
域
の
住
民
や
企
業
、
学
校
と
い
っ
た

多
様
な
主
体
が
対
等
な
立
場
で
参
画
、

協
働
し
、「
新
し
い
公
」
の
実
践
を
よ

り
確
か
な
も
の
に
し
て
い
く
こ
と
が
重

要
で
あ
る
。

○
普
段
か
ら
多
様
な
参
画
と
協
働
が
必
要

　
「
生
活
復
興
県
民
ネ
ッ
ト
」
は
、
被

災
地
内
外
の
各
種
団
体
の
力
を
結
集

し
、
刻
々
と
変
化
す
る
被
災
地
の
課
題

に
的
確
に
対
応
し
て
き
た
。
開
か
れ
た

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
目
指
し
、
各
団
体
の

メ
ン
バ
ー
が
参
加
で
き
る
企
画
運
営
委

員
会
な
ど
の
仕
組
み
で
柔
軟
に
運
営
を

し
て
き
た
。

　

ま
た
、「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
会

議
」
の
よ
う
に
、
普
段
か
ら
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と

行
政
が
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
下
で
協

議
を
重
ね
、
施
策
の
立
案
・
実
施
に
つ

な
が
る
仕
組
み
づ
く
り
を
検
討
す
る
こ

と
が
重
要
で
あ
る
。

教
訓
を
ど
う
生
か
す
か

○
「
新
し
い
公
」
の
考
え
方
が
浸
透

　

震
災
を
契
機
に
、
地
域
の
こ
と
を
自

分
の
こ
と
と
し
て
考
え
、
よ
り
良
い
地

域
づ
く
り
に
取
り
組
む
「
新
し
い
公
」

の
意
識
が
全
国
的
に
高
ま
っ
た
。

　

各
地
域
で
は
、
地
域
団
体
や
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
団
体
が
、
子
育
て
や
高
齢
者
の

支
援
、
防
犯
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
の

解
決
に
向
け
、
多
彩
な
活
動
に
取
り
組

ん
で
い
る
。
ま
た
、
多
様
な
主
体
が
連

携
し
合
意
形
成
機
能
を
備
え
た
ま
ち
づ

く
り
協
議
会
や
、
そ
れ
ら
の
主
体
同
士

を
つ
な
い
だ
り
、
活
動
を
支
援
す
る
中

間
支
援
組
織
の
役
割
も
大
き
く
な
っ
て

い
る
。

○
地
域
で
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
確

立
が
進
む

　

地
域
で
活
動
し
て
い
る
自
治
会
・
婦

人
会
・
老
人
ク
ラ
ブ
な
ど
の
地
域
団
体

や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
な
ど

さ
ま
ざ
ま
な
役
割
を
も
っ
た
団
体
が
、

行
政
や
企
業
な
ど
も
含
め
て
さ
ら
に
幅

広
い
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
つ
く
り
、
協
働

し
て
地
域
課
題
の
解
決
に
取
り
組
む
こ

と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

【「新しい公」を担う各主体の役割と連携】

　　　　　　　　県民一人ひとり
○地域社会の一員としての自覚と責任
○県民一人ひとりの主体的な取り組みが地域づくりの原点
○地域づくり活動、県行政への主体的な参画・協働

パートナーシップの確立

　　　　　　　　　行　　政
○県民のニーズを的確に把握し、住民への説明責任を果
　たしながら、多様な主体とのパートナーシップのもと、質
　の高い行政サービスの提供
○多様な地域づくりに取り組む県民や団体の主体性を生
　かした活動や連携の支援

　　　　　　　　県
○広域的な課題、先導的・専門的課題へ
　の対応

　　　　　　　市　町
○身近な活動への支援や、くらしに密着し
　た課題への対応

新しい公の創出

　　　団　　体
○地域団体、ボランティ
　ア団体、ＮＰＯ／ＮＧＯ、
　その他民間の団体は、
　特性や資源を生かし
　て、主として行政に任
　せてきた領域に積極
　的にかかわる「新しい
　公」の担い手
○中間支援機能を持つ
　組織・団体は、個々の
　活動のネットワーク化
　の支援

　　　事　業　者
○地域の構成員としての
　自覚と責任（事業者の
　社会的責任）
○人、モノ、施設、資金等
　の資源を活用した「新
　しい公」の担い手
○効率・収益性の追求と
　いう特性を生かした社
　会サービスの提供
○製品やサービスの供給、
　しごとの開発を通して、
　新しいライフスタイルや
　働き方の創造

対等・協力
緊密な連携

■「新しい公」を担う各主体の役割と連携

　

中
越
復
興
市
民
会
議
は
、平
成
17
年
５
月
に
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、Ｎ

Ｐ
Ｏ
、大
学
、青
年
会
議
所
、一
般
市
民
が
中
間
支
援
組
織
と
し
て

設
立
。住
民
同
士
の
話
し
合
い
を
通
じ
地
域
の
声
を
と
り
ま
と
め
、

行
政
機
関
と
協
働
し
て
生
活
復
興
に
取
り
組
め
る
よ
う
行
政
と
市

民
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
推
進
。

 

【
新
潟
で
の
取
り
組
み
】

□県民の参画と協働の推進に関する条例
　�　震災の教訓を踏まえて、県民が主体的
に取り組む地域社会の共同利益の実現
と県行政の推進の２つの場面での「参画
と協働」の推進に関する基本条例の施行
（平成15年）

□ＮＰＯと行政の協働会議
　�　県内のＮＰＯ等と行政が、ＮＰＯ活動
をはじめ多様な課題について定期的に
協議する場

□被災市町での参画と協働の取り組み例
　宝�塚市:「宝塚市まちづくり基本条例」、
「宝塚市市民参加条例」の施行（平成14
年）、まちづくり協議会の支援など協
働のまちづくりを推進

　伊�丹市:「伊丹市まちづくり基本条例」の
施行（平成15年）、「市民まちづくりプ
ラザ」の設置・運営など、市民の主体的
なまちづくりを推進

　神�戸市:「協働・参画３条例」（神戸市民の
意見提出手続に関する条例、神戸市民
による地域活動の推進に関する条例、
神戸市行政評価条例）の施行（平成16
年）、「協働と参画のプラットホーム」
の設置・運営など、協働と参画のまち
づくりを推進

　芦�屋市:「芦屋市市民参画及び協働の推進
に関する条例」の施行（平成19年）、「あ
しや市民活動センター」の設置・運営
など、協働によるまちづくりを推進

兵 庫 の 取 り 組 み
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M
essage

復
興
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
委
員
会
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

10
公
民
協
働
の
新
し
い
社
会
シ
ス
テ
ム
の
構
築

震
災
後
の
市
民
の
自
発
的
な
活
動
の
盛
り
上
が
り
は
、
公
共
的
課
題
に
取

り
組
む
共
助
の
大
切
さ
と
中
間
支
援
組
織
の
役
割
の
重
要
性
を
浮
き
彫
り

に
し
、
協
働
へ
の
道
筋
を
つ
け
た
。

市
民
社
会
の
担
い
手
の
多
様
化

と
活
性
化
が
進
展

　

震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
の
過
程
に

お
い
て
、
行
政
の
力
だ
け
で
も
市
民
の

力
だ
け
で
も
及
ば
な
い
限
界
が
明
ら
か

に
な
っ
た
。
公
共
的
な
課
題
は
、
行
政

の
み
が
担
う
の
で
は
な
く
、
社
会
全
体

で
担
う
と
い
う
考
え
方
が
浸
透
し
、
自

助
、
公
助
に
加
え
て
共
助
の
大
切
さ
が

強
調
さ
れ
た
。
そ
う
し
た
中
で
、行
政
、

市
民
、
企
業
、
学
校
、
メ
デ
ィ
ア
、
専

門
家
な
ど
多
様
な
担
い
手
の
連
携
や
協

働
が
実
現
さ
れ
た
。
三
ツ
星
ベ
ル
ト
な

ど
の
企
業
の
社
会
貢
献
の
素
晴
ら
し
い

取
り
組
み
も
生
ま
れ
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
復
興
の
取
り
組
み
を
契

機
に
数
多
く
生
ま
れ
た
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

グ
ル
ー
プ
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
／
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
活

躍
、
震
災
前
か
ら
組
織
レ
ベ
ル
で
活
動

を
続
け
て
き
た
社
会
福
祉
協
議
会
や
生

活
協
同
組
合
の
働
き
、
専
門
家
グ
ル
ー

プ
の
活
動
、
地
域
レ
ベ
ル
で
の
地
域
団

体
の
活
動
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
活
動
が

展
開
さ
れ
た
。

　

こ
の
よ
う
な
市
民
社
会
の
担
い
手
の

多
様
化
と
活
性
化
は
、
助
け
合
い
、
支

え
合
い
、
共
に
生
き
る
「
共
生
」
の
理

念
に
支
え
ら
れ
た
も
の
で
あ
り
、
こ
う

し
た
社
会
全
体
の
取
り
組
み
は
、
復
興

へ
の
強
い
思
い
を
「
つ
な
ぎ
」「
ま
と

め
る
」
役
割
を
果
た
す
中
間
支
援
組
織

や
共
助
組
織
の
重
要
性
や
必
然
性
を
浮

き
彫
り
に
し
た
。

中
間
支
援
組
織
が
大
き
な
役
割

を
果
た
し
た

　

復
興
過
程
で
の
参
画
と
協
働
や
政
策

提
言
の
場
で
、
被
災
者
復
興
支
援
会
議

を
は
じ
め
、
復
興
市
民
ま
ち
づ
く
り
支

援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
生
活
復
興
県
民

ネ
ッ
ト
、
阪
神
・
淡
路
ま
ち
づ
く
り
支

援
機
構
な
ど
の
中
間
支
援
組
織
の
役
割

は
、
行
政
と
市
民
を
つ
な
ぐ
復
興
の
推

進
力
と
し
て
特
に
重
要
で
あ
っ
た
。

　

復
興
の
進
展
と
と
も
に
中
間
支
援
組

織
の
役
割
も
変
化
し
、
よ
り
専
門
化
・

総
合
化
し
て
い
っ
た
。
し
み
ん
基
金
・

Ｋ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
サ
ポ
ー

ト
セ
ン
タ
ー
神
戸
、
神
戸
ま
ち
づ
く
り

研
究
所
、
海
外
災
害
援
助
市
民
セ
ン

タ
ー
（
Ｃ
Ｏ
Ｄ
Ｅ
）、
市
民
活
動
セ
ン

タ
ー
神
戸
な
ど
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
中
間
支
援
組

織
や
専
門
家
組
織
が
数
多
く
形
成
さ

れ
、
そ
の
後
の
復
興
支
援
に
大
き
な
役

割
を
果
た
し
て
い
る
。

　

そ
の
役
割
の
中
で
も
、
ア
ド
ボ
カ

シ
ー（
政
策
提
言
）、ア
ウ
ト
リ
ー
チ（
現

場
主
義
）、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
（
共
創

連
携
）
の
理
念
と
実
践
は
、
平
常
時
に

も
欠
か
せ
な
い
シ
ス
テ
ム
と
し
て
認
識

さ
れ
、
民
間
と
行
政
を
つ
な
ぐ
今
後
の

社
会
シ
ス
テ
ム
の
一
つ
と
し
て
定
着
が

求
め
ら
れ
る
。

　

ま
た
、
中
間
支
援
組
織
は
、
公
民
協

働
の
場
面
だ
け
で
は
な
く
、
協
働
の
未

開
拓
地
と
も
い
え
る
企
業
と
地
域
、
Ｎ

Ｐ
Ｏ
と
地
域
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
同
士
の
協
働
関

係
を
構
築
し
共
助
の
仕
組
み
を
定
着
さ

せ
る
た
め
に
も
欠
か
せ
な
い
存
在
で
あ
る
。

そ
の
後
の
災
害
で
も
中
間
支
援

組
織
が
活
動

　

新
潟
県
中
越
地
震
・
中
越
沖
地
震
の

被
災
地
で
は
、「
中
越
復
興
市
民
会
議
」

が
、
被
災
地
の
人
や
活
動
な
ど
を
つ
な

ぐ
中
間
支
援
組
織
と
し
て
フ
ル
に
そ
の

役
割
を
果
た
し
て
き
た
。

　

市
民
会
議
の
精
力
的
な
活
動
は
も
ち

ろ
ん
で
あ
る
が
、
被
災
者
の
多
様
な
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Ⅳ
支
え
る

（1）
救
命
救
助

（2）
住
宅
確
保

（3）
生
活
再
建

（4）
産
業
雇
用

（5）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（6）
ま
ち
づ
く
り

（7）
人
材
育
成

（8）
危
機
管
理

（9）
復
興
制
度

（10）
公
民
協
働

ニ
ー
ズ
が
明
ら
か
に
な
る
中
、
都
市
部

と
違
っ
て
公
民
の
仲
介
が
で
き
る
組
織

が
ほ
と
ん
ど
な
か
っ
た
た
め
、
被
災
地

で
受
け
入
れ
ら
れ
や
す
い
要
因
が
整
っ

て
い
た
面
も
あ
る
。
中
間
支
援
組
織
の

存
在
が
地
域
に
元
気
を
与
え
て
復
興
を

促
し
、
ス
ム
ー
ズ
な
公
民
協
働
の
鍵
を

握
っ
て
い
る
こ
と
を
明
確
に
示
し
た
事

例
で
あ
る
。

　

中
越
地
震
か
ら
何
年
も
経
っ
た
被
災

地
の
住
民
は
、
自
分
達
が
被
災
者
と
呼

ば
れ
る
こ
と
に
抵
抗
が
あ
る
と
い
う
。

さ
ら
に
は
、｢

地
震
の
お
陰
で
地
域
づ

く
り
に
取
り
組
め
る
よ
う
に
な
っ
た｣

と
話
す
住
民
が
多
い
と
い
う
。
す
べ
て

の
住
民
の
言
葉
で
は
な
い
か
も
し
れ
な

い
が
、
市
民
会
議
の
地
域
に
根
付
い
た

活
動
が
、
こ
う
し
た
住
民
の
発
言
に
つ

な
が
っ
た
の
で
は
な
い
か
。

　

能
登
半
島
地
震
の
被
災
地
で
も
、「
能

登
復
興
い
や
さ
か
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
が
設

立
さ
れ
て
お
り
、
こ
う
し
た
活
動
の
継

続
が
今
後
の
課
題
で
あ
る
。

活
動
基
盤
の
一
層
の
充
実
が
課

題
　

中
間
支
援
活
動
に
取
り
組
む
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
グ
ル
ー
プ
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
／
Ｎ
Ｇ
Ｏ

が
、
21
世
紀
の
成
熟
社
会
を
支
え
る
重

要
な
セ
ク
タ
ー
で
あ
る
こ
と
は
、
今
や

疑
う
余
地
の
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

兵
庫
県
で
は
、
民
間
と
行
政
の
パ
ー

ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
る
被
災
者
支
援
を

議
論
す
る
「
生
活
復
興
ラ
ウ
ン
ド
テ
ー

ブ
ル
」
で
の
議
論
の
中
か
ら
、
現
在
の

「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
会
議
」
が
生

ま
れ
る
な
ど
、
公
民
協
働
に
向
け
た
動

き
が
本
格
化
し
つ
つ
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
活
動
の
広
が
り
や
「
特
定

非
営
利
活
動
促
進
法
」
の
成
立
（
平
成

10
年
）
な
ど
を
受
け
、
各
種
団
体
の
活

動
基
盤
の
整
備
が
進
め
ら
れ
た
と
は
い

う
も
の
の
、
資
金
や
人
材
を
確
保
す
る

仕
組
み
な
ど
、
活
動
基
盤
の
一
層
の
充

実
は
、今
後
の
残
さ
れ
た
課
題
で
あ
る
。

❖ひょうごボランタリープラザでＮＰＯ／ＮＧ
Ｏの活動を支援

❖災害時のボランティアセンター開設にも普段
から訓練




